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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第107期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、１株当たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

  また、第108期及び第109期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３ 純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５

号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用してお

ります。 

  

回次 第107期 第108期 第109期 第110期 第111期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 60,520 57,615 66,589 76,061 75,794

経常利益 (百万円) 2,320 2,098 3,905 4,072 3,467

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(百万円) △856 1,149 3,598 2,603 2,384

純資産額 (百万円) 34,054 38,298 41,042 47,319 47,335

総資産額 (百万円) 63,006 69,209 75,042 89,713 86,763

１株当たり純資産額 (円) 264.26 301.70 333.79 397.49 405.68

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) △6.51 8.62 28.30 21.20 20.27

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― 21.17 20.26

自己資本比率 (％) 54.04 55.3 54.7 52.7 54.6

自己資本利益率 (％) ― 3.1 9.1 5.9 5.0

株価収益率 (倍) ― 33.1 13.3 23.7 20.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 5,815 4,327 5,822 3,812 3,154

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △777 △1,713 △3,635 △2,046 △1,662

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △4,987 △1,568 △2,902 △1,801 △2,487

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 7,590 8,578 8,143 8,223 7,249

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数) 

(名) 
1,227 
(248)

1,266
(425)

1,473
(535)

1,496 
(623)

1,455
(579)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第107期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、１株当たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

  また、第108期及び第109期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３ 純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５

号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用してお

ります。 

  

回次 第107期 第108期 第109期 第110期 第111期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 50,221 52,825 57,783 64,905 65,271

経常利益 (百万円) 2,210 2,071 3,185 3,490 3,148

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(百万円) △656 1,197 3,319 1,857 2,791

資本金 (百万円) 13,047 13,047 13,047 13,047 13,047

発行済株式総数 (千株) 133,196 133,196 128,196 125,196 123,196

純資産額 (百万円) 36,319 40,673 42,559 48,045 48,364

総資産額 (百万円) 64,370 72,044 74,434 89,078 86,049

１株当たり純資産額 (円) 281.55 320.10 345.77 403.14 414.02

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

7.50 

(3.75)

7.50

(3.75)

7.50

(3.75)

7.50 

(3.75)

7.50

(3.75)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) △4.98 8.98 26.04 14.99 23.70

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― 14.98 23.69

自己資本比率 (％) 56.4 56.5 57.2 53.9 56.2

自己資本利益率 (％) ― 3.1 8.0 4.1 5.8

株価収益率 (倍) ― 31.7 14.4 33.5 17.5

配当性向 (％) ― 80 28 48.2 31.5

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数) 

(名) 
883 
(199)

864
(245)

909
(295)

951 
(423)

907
(433)



２ 【沿革】 

  

昭和９年１月 資本金５万円をもって日本ゴム工業株式会社として荏原区戸越町(現在の品川区平塚)

において設立。 

昭和24年６月 東京証券取引所に上場。 

昭和33年２月 理研ゴム株式会社と合併し商号を日本理研ゴム株式会社と改める。 

昭和33年８月 大阪出張所(現大阪支店)を開設。 

昭和36年６月 本社を現在地に移転。 

昭和36年８月 神奈川工場(神奈川県座間市)を設立。 

昭和36年10月 東京証券取引所市場第一部銘柄となる。(市場第二部開設に伴い) 

昭和38年９月 名古屋営業所を開設。 

昭和39年４月 群馬工場(群馬県太田市)を設立。 

昭和40年３月 OM.,Inc.(現Okamoto U.S.A.,Inc.)(現連結子会社)を設立。 

昭和43年２月 岡本ゴム工業株式会社と合併し、商号を岡本理研ゴム株式会社と改める。 

昭和44年２月 東京証券取引所貸借銘柄に選定される。 

昭和45年４月 大阪証券取引所市場第一部に上場。 

昭和47年６月 子会社株式会社岡本理研茨城製作所を吸収し、茨城工場を設立。 

昭和51年５月 ゼブラケンコー自転車株式会社を合併。 

昭和56年４月 福岡営業所を開設。 

昭和59年２月 創立50周年。 

昭和60年３月 静岡工場(静岡県榛原郡吉田町)を設立し、神奈川工場の製造設備を移設拡充。 

昭和60年10月 社名を岡本理研ゴム株式会社よりオカモト株式会社に改める。 

昭和60年12月 神奈川工場閉鎖。 

平成元年７月 仏国、ミシュラン社と合弁会社ミシュランオカモトタイヤ株式会社を設立し、当社群

馬工場タイヤ製造設備を譲渡。 

平成５年10月 子会社岡本ゴム株式会社より営業譲受けで、福島工場(福島県いわき市)を設立。 

平成10年10月 株式譲受けで、タイ王国にラテックス手袋製造会社Siam Okamoto Co.,Ltd.(現連結子

会社)を設立。 

平成12年３月 タイヤの合弁事業を解消、ミシュランオカモトタイヤ株式会社株式を売却。 

平成12年４月 株式譲受けによりヒルソン・デック株式会社を連結子会社とする。 

平成13年10月 新和産業株式会社がオカモト化成品販売株式会社より営業譲受けで、オカモト新和株

式會社(現連結子会社)に商号変更。 

平成14年10月 連結子会社オカモトフットウェア株式会社を吸収合併。 

平成16年７月 株式会社ユニオン・ロイヤル(現連結子会社)の会社更生法による手続の終結。 

平成16年９月 世界長株式會社を吸収分割により連結子会社とする。 

平成16年12月 三宝樹脂工業株式会社の吸収分割により化粧フィルム(建材用)事業を承継。 

平成17年３月 イチジク製薬株式会社を株式取得により連結子会社とする。 

平成19年３月 シューズ製品の営業部門を世界長株式會社へ統合。 



３ 【事業の内容】 

当社及び当社の関係会社(子会社20社及び関連会社１社(平成19年３月31日現在))においては、産業用製品事業(主要

製品：プラスチックフィルム、建装・産業資材)と生活用品事業(主要製品：医療・日用品、シューズ、衣料・スポー

ツ用品)の製造及び販売を主な内容として密接な相互協力のもと、活動を展開しております。 

事業内容の当社と関係会社の位置付けは、次のとおりであります。 

なお、事業区分は「第５経理の状況１(1) 連結財務諸表注記」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区分と同一

のものであります。 
  

  

  

事業区分 主要製品 主要製造会社 主要販売・取扱会社 

産業用製品事業 

プラスチックフィルム 当社
当社
オカモト新和㈱ 
Okamoto U.S.A.,Inc. 

建装・産業資材 当社

当社
オカモト新和㈱ 
Okamoto U.S.A.,Inc. 
岡本(香港)有限公司 
岡本化成国際貿易(深圳)有限
公司 
岡本貿易(深圳)有限公司 
  

生活用品事業 

医療・日用品 

当社
ヒルソン・デック㈱ 
イチジク製薬㈱ 
Siam Okamoto Co.,Ltd. 
Apollotex Co.,Ltd. 
Okamoto Rubber Products 
Co.,Ltd. 

当社
イチジク製薬㈱ 
岡本(香港)有限公司 
Okamoto U.S.A.,Inc. 
森川産業㈱ 

シューズ

当社
㈱岡本ソーイング 
岡本(香港)有限公司 
㈱ユニオン・ロイヤル 

当社
㈱ユニオン・ロイヤル 
ボヌール販売㈱ 
世界長㈱ 

衣料・スポーツ用品 
当社
岡本(香港)有限公司 
Okamoto Vietnam Co.,Ltd.

当社
  
  

その他事業 製品の保管及び輸送 ― オカモト通商㈱ 



〔事業系統図〕 

事業の系統図は、次のとおりであります。 
  

 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 上記のうち、有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

３ 持分法適用関連会社である森川産業㈱に対する議決権の所有割合欄の( )内数字は間接所有割合(内数)であります。 

  

名称 住所 
資本金又は
出資金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有(被所有)割合 

関係内容 
所有割合
(％) 

被所有
割合(％)

(連結子会社)     

イチジク製薬㈱ 
東京都 
文京区 

35 生活用品 100 ― 役員の兼任１名 

オカモト新和㈱ 
東京都 
文京区 

33 産業用製品 100 ―
当社のプラスチックフィ
ルム等の販売先 
役員の兼任３名 

㈱岡本ソーイング 
東京都 
文京区 

10 生活用品 100 ―
当社のシューズの仕入先
営業用固定資産の賃貸 
役員の兼任３名 

オカモト通商㈱ 
東京都 
文京区 

45 
生活用品
その他 

100 ―

主として当社製品の 
保管輸送 
営業用固定資産の賃貸 
役員の兼任３名 

世界長㈱ 
東京都 
文京区 

60 生活用品 100 ―
当社のシューズの販売先
役員の兼任２名 

ボヌール販売㈱ 
東京都 
文京区 

30 生活用品 100 ―
当社のシューズの販売先
役員の兼任２名 

㈱ユニオン・ロイヤル 
東京都 
文京区 

98 生活用品 100 ―
シューズの仕入先 
役員の兼任１名 

ヒルソン・デック㈱ 
東京都 
文京区 

12 生活用品 100 ―
当社の医療・日用品の 
仕入先 
役員の兼任２名 

岡本(香港)有限公司 
WANCHAI 
HONGKONG 

千香港ドル 

6,000 
生活用品 100 ―

主として当社のシュー
ズ・衣料の仕入先 
役員の兼任２名 

Okamoto U.S.A., Inc. 
STRATFORD
CONNECTICUT 
U.S.A. 

千米ドル 

100 
産業用製品
生活用品 

100 ―
当社のプラスチックフィ
ルム等の販売先 
役員の兼任３名 

Siam Okamoto  
Co., Ltd. 

KLONGLUANG
PHATHUMTHANEE 
THAILAND 

千バーツ 

245,000 
生活用品 100 ―

当社の医療・日用品の 
仕入先 
役員の兼任２名 

(持分法適用関連会社)     

森川産業㈱ 
東京都 
千代田区 

109 生活用品
(2)
20 

0.56
当社の医療・日用品の 
販売先 
役員の兼任１名 



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者を含む就

業人員数であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員(１日８時間換算)であります。 

３ 臨時従業員には、季節工、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いています。 

４ 全社(共通)は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員(１日８時間換算)であります。 

３ 臨時従業員には、季節工、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いています。 

４ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

組合名：オカモト労働組合(日本ゴム連合) 

組合員数：807名(平成19年３月31日現在の人数であり、出向者を含んでおります。) 

(労使関係について、特に記載すべき事項はありません。) 

なお、連結子会社である世界長㈱の労働組合は日本ゴム連合に所属し、㈱ユニオン・ロイヤルの労働組合は上部

団体には加入しておりません。 

また、それ以外の連結子会社には労働組合は組織されておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

産業用製品事業 499 ( 88) 

生活用品事業 694 (315) 

その他事業 201 (166) 

全社(共通) 61 (10) 

合計 1,455 (579) 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

907 (433) 38.9 14.8 5,508



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、原油・素材価格高止まりの影響はあったものの、企業業績の改善により

設備投資の増加基調が保たれ、出遅れていた個人消費は雇用・賃金の増加に支えられ持ち直しの兆しが見られ、戦

後 長の景気拡大が続きそうであります。 

一方、世界経済を牽引してきた米国や新興国の抱える経済不均衡のリスクが懸念され、外需の鈍化は景気を下押

ししやすい可能性があります。また、原材料価格は依然高値圏で推移しているため、関連業界におきましても経営

環境はより厳しい状況が続くものと思われます。 

このような状況下で当社グループは、強靭な事業基盤を構築するとともに、一層のコスト削減や原材料価格の高

騰に対応した製品価格の改正、および積極的な設備投資により、成長性と収益性を実現するため取り組んでまいり

ました。 

その結果、当連結会計年度の売上高は、757億94百万円(前年同期比0.4％減)となりました。利益面につきまして

は、戦略的な拡販施策や包括的なコスト削減に取り組んで採算の確保に注力しましたが、原材料価格高騰の影響を

吸収しきれず、また特に生活用品事業においては、国内外での価格競争が一段と激化し、また暖冬の影響もあり減

益を余儀なくされました。 

経常利益は、34億67百万円(前年同期比14.9％減)、当期純利益は、23億84百万円(前年同期比8.4％減)と大幅減益

となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

① 産業用製品事業 

一般用、産業用のフィルムの売上は、市況の低迷および素材の多様化から前年比横這いの傾向にありました

が、拡販努力により売上増となりました。 

農業用フィルムは、重油高騰による資材節約等で、需要家である農家の買い控えが起こり、売上減となりまし

た。 

壁紙は引き続き都市部において住宅着工が進み、一般品の売上が増加しました。 

フレキシブルコンテナーバック等は、合成樹脂市場が需要好調で販売数量増加となりました。 

自動車内装材は、前期に続き自動車メーカーの北米および中国向け輸出販売好調により販売増となり、また新

製品の受注・開発等により売上増となりました。 

粘着テープは、包装用において原材料高騰の価格転嫁が進まない中、新規販売店の開拓および養生テープ・住

宅用防水テープ等により売上増となりました。 

工業用テープは、IT関連を中心とする需要の開拓を図り、売上微増となりました。 

以上により、事業全体の売上高は384億96百万円(前年同期比5.4％増)、営業利益は営業費用の配賦方法の変更

もあり34億４百万円(営業費用の配賦方法変更後の前年同期比12.2％増)となりました。 

  



② 生活用品事業 

コンドームは、少子化・晩婚化を一因として業界需要が減少し、また、低価格品の攻勢もあり、売上減となり

ました。 

除湿剤は、長梅雨の影響と価格修正で収益改善を図っております。 

カイロは、前年の厳冬から一転し、異常な暖冬による影響で大幅な売上減となりました。また、２年目を迎え

た入浴剤・ホウ酸ダンゴ等の新商品は販売増となりました。 

手袋については、食品用・医療用・産業用・作業用がそれぞれ増加し、全体として好調に推移しました。 

食品包装用ラップ等は、原材料の高騰・円安によるコスト増を一部価格に転嫁できなかったものの、市場のニ

ーズは堅調で売上増となりました。 

滅菌器などメディカル製品は、売上横這いとなりました。 

シューズは、世界長株式會社へ業務を統合し、期中に大幅な在庫削減およびブランドの再構築を図って参りま

した。その結果、売上は大幅に減少いたしました。 

雨具・ブーツは、期前半は長雨の影響により売上に貢献したものの、期後半は暖冬の影響により減少し、通期

では横這いとなりました。 

自動車用非金属チェーンは、暖冬の影響により市街地での降雪がなく売上減となりました。 

以上により、事業全体の売上高は369億80百万円(前年同期比5.5％減)、営業利益は営業費用の配賦方法の変更

もあり８億25百万円(営業費用の配賦方法変更後の前年同期比55.9％減)となりました。 

③ その他事業 

その他事業の大部分は油類の販売であり、連結売上高は３億18百万円(前年同期比19.0％減)、営業損失は19百

万円(前年同期比14.6％減)となりました。 

  

所在地セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

① 日本 

個人消費に多少の不安があるものの、緩やかな回復基調で推移してまいりました。一方原油価格高騰で原材料

価格が数次に亘り上昇する厳しい経済環境と予想外の暖冬のなか、当社グループは前期に引き続き新製品の発売

等の積極経営を実践し、売上高695億59百万円(前年同期比1.9％減)、また更なる生産性の向上とコスト削減を行

ってまいりましたが、原材料高と円安によるコストアップもあり営業利益は営業費用の配賦方法の変更もあり40

億80百万円(営業費用の配賦方法変更後の前年同期比14.8％減)となりました。 

② 北米 

原油価格の高騰と住宅投資の低迷など懸念されましたが、経済全体では堅調に推移しました。そのなか、自動

車内装材を中心とした当社取扱製品は堅調に推移し、売上高は44億67百万円(前年同期比7.5％増)となりました。

しかしながら営業費用の増加により、営業利益は51百万円(前年同期比19.0％減)となりました。 

③ アジア 

高い成長の続く中国向けを中心に、売上高17億67百万円(前年同期比75.5％増)となりましたが、営業費用の増

加で営業利益14百万円(前年同期比61.8％減)となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前連結会計年度末に比べ９億74百万円

(11.8％)減少し、当連結会計年度末には72億49百万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果得られた資金は、31億54百万円(前連結会計年度比17.3％減)となりました。 

収入の主な内訳は、税金等調整前当期純利益34億11百万円、減価償却費22億45百万円、売上債権の減少８億37百

万円であり、支出の主な内訳は、仕入債務の減少10億83百万円、法人税等の支払額21億46百万円によるものであり

ます。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果使用した資金は、16億62百万円(前連結会計年度比18.8％減)となりました。 

収入の主な内訳は、投資有価証券の売却による収入７億11百万円、固定資産の売却による収入２億96百万円であ

り、支出の主な内訳は、固定資産の取得による支出25億５百万円、投資有価証券の取得による支出３億15百万円に

よるものであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果使用した資金は、24億87百万円(前連結会計年度比38.1％増)となりました。 

収入の主な内訳は、短期借入れによる収入15億70百万円であり、支出の主な内訳は、自己株式の取得による支出

９億83百万円、短期借入金の返済による支出21億60百万円、配当金の支払額８億83百万円によるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当グループは、見込生産の他、一部受注生産を行っております。 

従って、当連結会計年度における受注生産に関する受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとお

りであります。 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

産業用製品事業 31,913 5.6 

生活用品事業 14,211 6.1 

合計 46,124 5.7 

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

産業用製品事業 28,431 12.4 2,358 3.3 

生活用品事業 2,207 1.7 156 △1.9 

合計 30,639 11.5 2,514 3.0 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

産業用製品事業 38,496 5.4 

生活用品事業 36,980 △5.5 

その他事業 318 △19.0 

合計 75,794 △0.4 



３ 【対処すべき課題】 

今後の見通しについては、国内経済は緩やかな回復基調が続くものと期待されるものの、米国経済の先行き不透明

感や、原材料価格の高値での推移など楽観できない状況にあります。このような状況下において当社グループは、こ

れまでの投資を着実に活かし、魅力ある企業グループへの成長を目指し、下記の課題に取り組んでおります。 

(1) 事業の再編 

当社グループのシューズ事業における更なる企画・開発力の強化と、業務の効率化を図る目的でグループ内組織

を再編し、当社のシューズ販売事業を国内子会社である世界長㈱に統合し、平成19年３月より新体制にてスタート

致しました。また、昭和電工プラスチックプロダクツ㈱より食品用脱水・調湿シート「ピチットシート」事業を譲

り受けました。これらにより、グループ企業間における経営効率の向上、新規事業の生産、販売の軌道化により既

存事業含めた収益基盤の強化を図っていきます。 

(2) 中長期的な経営戦略 

創立70周年を記念し、全社を挙げて「未来創造プロジェクト70」に取り組み売上高の増強と収益の拡大に邁進し

ましたが、引き続き来る創立75周年(平成22年３月期)の目標である単体売上高750億円、グループ売上高900億円の

達成に向け、研究開発センターを中心とした新製品の開発とグループ取扱商品の拡大による提案セールスの徹底を

図っていきます。 

(3) 環境問題への取り組み 

ユーザーの環境対応商品への要望を的確に捉えた商品の上市による顧客満足度向上、省資材の促進及び廃棄物の

削減による環境負荷低減を目的に当社本社・静岡工場・茨城工場・福島工場及び支店営業所で取得したISO14001の

認証をグループ各社等に拡大し、企業グループとして認可を受ける取り組みの強化を図っていきます。 

(4) 当社株式の大量取得行為に関する対応策(買収防衛策)について 

当社は、平成19年５月15日開催の取締役会において、「当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方

に関する基本方針」(以下、「会社の支配に関する基本方針」といいます。)を決定するとともに、会社支配に関す

る基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止する為の取組

みとして当社株券等の大規模買付行為に関する防衛策(以下、「本プラン」といいます。)を決議し、平成19年６月

28日に開催の当社第111回定時株主総会における承認を得て、導入されました。 

  

Ⅰ. 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者としては、当社の企業価値と株主共同の利益の向上に

資する者が望ましいと考えます。また当社は、当社の株主の在り方は、当社株式は証券取引所に上場しておりま

すので、株主は市場での自由な取引を通じて決まるものと考えています。したがって当社の財務及び事業の方針

の決定を支配する者の在り方は、 終的には株主の皆様全員の意思に基づき決定されるべきものと考えていま

す。 

しかしながら資本市場では、対象となる企業の経営陣の賛同も得ずに、一方的に大規模な買付提案またはこれ

に類似する行為が顕在化する動きがあります。これら大規模買付や買付提案の中には、株主に株式の売却を事実

上強要する恐れがあるもの、株主が買付の条件等を検討したり当社の取締役会が代替案を提案する為の充分な時

間や情報を提供しないもの、明らかに濫用目的であるもの等、企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそ

れのあるものもありえます。 

このような大規模な買付行為や買付提案を行う者は、例外的に当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者

として不適切と判断します。 



Ⅱ. 本プランの内容(基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを

防止する取組み) 

1. 本プラン導入の目的 

本プランは、会社支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が

支配されることを防止するための仕組みとして導入するものです。 

当社取締役会は、当社株式に対して大規模な買付行為等行われた場合に、株主の皆様が適切な判断をするた

めに、必要な情報の提示や時間の確保を図り、買付者等との交渉等が一定の合理的なルールに従って行われる

ことが、企業価値ひいては株主共同の利益に合致すると考え、以下の内容の大規模買付時における情報提供と

検討時間の確保等に関する一定のルール(以下「大規模買付ルール」といいます。)を設定することとし、基本

方針に照らして不適切な者によって大規模買付行為がなされた場合の対抗措置を含め買収防衛策として本プラ

ンを導入することといたしました。 

2. 本プランの対象となる当社株券等の買付 

本プランの対象となる当社株券等の買付とは、特定株主グループ(注１)の議決権割合(注２)を20％以上とす

ることを目的とする当社株券等(注３)の買付行為、又は結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上

となる当社株券等の買付行為(いずれについてもあらかじめ当社取締役会が同意したものを除き、また市場取

引、公開買付け等の具体的な買付方法の如何を問いません。以下、かかる買付行為を「大規模買付行為」とい

い、かかる買付行為を行う者を「大規模買付者」といいます。)とします。 

注１：特定株主グループとは、 

(ⅰ) 当社の株券等(証券取引法第27条の23第１項に規定する株券等をいいます。)の保有者(同法第27条の23

第３項に基づき保有者に含まれる者を含みます。以下同じとします。)及びその共同保有者(同法第27

条の23第５項に規定する共同保有者をいい、同条第６項に基づく共同保有者とみなされる者を含みま

す。以下同じとします。)又は、 

(ⅱ) 当社の株券等(同法第27条の２第１項に規定する株券等をいいます。)の買付け等(同法第27条の２第１

項に規定する買付け等をいい、取引所有価証券市場において行われるものを含みます。)を行う者及び

その特別関係者(同法第27条の２第７項に規定する特別関係者をいいます。) 

を意味します。 

注２：議決権割合とは、 

(ⅰ) 特定株主グループが、注１の(ⅰ)記載の場合は、当該保有者の株券等保有割合(同法第27条の23第４項

に規定する株券等保有割合をいいます。この場合においては、当該保有者の共同保有者の保有株券等

の数(同項に規定する保有株券等の数をいいます。以下同じとします。)も加算するものとします。)又

は、 

(ⅱ) 特定株主グループが、注１の(ⅱ)記載の場合は、当該買付者及び当該特別関係者の株券等所有割合(同

法第27条の２第８項に規定する株券等所有割合をいいます。)の合計をいいます。 

各議決権割合の算出に当たっては、総議決権(同法第27条の２第８項に規定するものをいいます。)及び

発行済株式の総数(同法第27条の23第４項に規定するものをいいます。)は、有価証券報告書、半期報告

書及び自己株券買付状況報告書のうち直近に提出されたものを参照することができるものとします。 

注３：株券等とは、証券取引法第27条の23第１項に規定する株券等又は同法第27条の２第１項に規定する株券

等のいずれかに該当するものを意味します。 



3. 独立委員会の設置 

本プランを適正に運用し、取締役会によって恣意的な判断がなされることを防止し、当社決定の合理性・公

正性を担保するため、独立委員会規程を定めるとともに、独立委員会を設置することといたしました。独立委

員会の委員は３名以上とし、公正で中立的な判断を可能とするため、当社の業務執行を行う経営陣から独立し

ている社外監査役または社外有識者(注)のいずれかに該当する者の中から選任します。設置当初における独立

委員会の委員は、社外監査役として小川明氏、社外有識者である深澤武久氏ならびに清水紀彦氏が就任する予

定です。 

当社取締役会は、対抗措置の発動に先立ち、独立委員会に対し対抗措置の発動の是非について諮問し、独立

委員会は当社の企業価値・株主共同の利益の向上の観点から大規模買付行為等について慎重に評価・検討の上

で当社取締役会に対し対抗措置を発動することができる状態にあるか否かについての勧告を行うものとしま

す。当社取締役会は、独立委員会の勧告を 大限尊重したうえで対抗措置の発動について決定することとしま

す。独立委員会の勧告内容については、その概要を適宜情報開示することといたします。 

なお、独立委員会の判断が、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するようになされることを確保す

るために、独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者である専門家(ファイナンシャル・アドバイザー、公

認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家)等の助言を得ることができるものとします。 

注：社外有識者とは、経営経験豊富な企業経営者、投資銀行業務に精通する者、弁護士、公認会計士、会社法

等を主たる研究対象とする学識経験者、またはこれらに準ずる者を対象として選任するものとします。 

4. 大規模買付ルールの概要 

当社が設定する大規模買付ルールとは、①事前に大規模買付者が取締役会に対して、必要かつ十分な情報を

提供し、②取締役会による一定の評価期間が経過した後に大規模買付行為を開始する、というものです。その

概要は次のとおりです。 

(1) 大規模買付者による当社に対する意向表明書の提出 

大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、大規模買付行為または大規模買付行為の提案に

先立ち、まず、以下の内容等を記載した意向表明書を、当社の定める書式により当社取締役会に提出してい

ただきます。 

① 大規模買付者の名称、住所 

② 設立準拠法 

③ 代表者の氏名 

④ 国内連絡先 

⑤ 提案する大規模買付行為の概要 

⑥ 本プランに定められた大規模買付ルールに従う旨の誓約 

(2) 大規模買付者による当社に対する評価必要情報の提供 

当社取締役会は、上記(1)、①から⑥までの全てが記載された意向表明書を受領した日から10営業日以内

に、大規模買付者に対して、大規模買付行為に関する情報として当社取締役会への提出を求める事項につい

て記載した書面を交付し、大規模買付者には、当該書面に従い、大規模買付行為に関する情報(以下「評価必

要情報」といいます。)を、当社取締役会が適切と判断する期限までに当社取締役会に書面にて提出していた

だきます。 

評価必要情報の具体的内容は、大規模買付者の属性、大規模買付行為の目的及び内容によって異なります

が、一般的な項目の一部は次のとおりです。 

① 大規模買付者及びそのグループ(共同保有者及び関係者を含みます。)の概要(名称、事業内容、経歴また

は沿革、資本構成、当社及び当社グループの事業と同種の事業についての経験等に関する情報を含みま

す。) 

② 大規模買付行為の目的、方法及び内容(大規模買付行為の対価の価額・種類、大規模買付行為の時期、関

連する取引の仕組み、大規模買付行為の方法の適法性、大規模買付行為の実現可能性等を含みます。) 

③ 大規模買付行為の価格の算定根拠(算定の前提となる事実、算定方法、算定に用いた数値情報及び大規模

買付行為に係る一連の取引により生じることが予想されるシナジーの内容を含みます。) 

④ 大規模買付行為の資金の裏付け(資金の提供者(実質的提供者を含みます。)の具体的名称、調達方法、関

連する取引の内容を含みます。) 



⑤ 当社及び当社グループの経営に参画した後に想定している経営者候補(当社及び当社グループの事業と同

種の事業についての経験等に関する情報を含みます。)、経営方針、事業計画、資本政策、配当政策、資産

活用策等 

⑥ 当社及び当社グループの経営の取引先、顧客、従業員等のステークホルダーと当社及び当社グループと

の関係に関し、大規模買付行為完了後に予定する変更の有無及びその内容 

上記に基づき提出された評価必要情報について当社取締役会が精査した結果、当該評価必要情報が大規模

買付行為を評価・検討するための情報として必要十分でないと考えられる場合には、当社取締役会は、大規

模買付者に対して評価必要情報がそろうまで追加的に情報提供を求めることがあります。 

なお、当社取締役会は、大規模買付行為を評価・検討するための必要十分な評価必要情報が大規模買付者

から提出されたと判断した場合には、その旨の通知(以下「情報提供完了通知」といいます。)を大規模買付

者に発送するとともに、その旨を開示いたします。 

なお、大規模買付行為の提案があった事実及び取締役会に提供された評価必要情報は、株主の皆様の判断

のために必要であると認められる場合には、当社取締役会が適切と判断する時点で、その全部または一部を

開示します。 

(3) 当社取締役会による大規模買付行為に関する情報の評価・検討等 

当社取締役会は、大規模買付行為の評価等の難易度に応じ、大規模買付者が当社取締役会に対し評価必要

情報の提供を完了した後、対価を現金(円価)のみとする公開買付による当社全株式の買付の場合は 長60日

間またはその他の大規模買付行為の場合は 長90日間を取締役会による評価、検討、交渉、意見形成、代替

案立案のための期間(以下「取締役会評価期間」といいます。)として設定します。従って、大規模買付行為

は、かかる取締役会評価期間の経過後にのみ開始されるものとします。 

取締役会評価期間中、当社取締役会は、独立委員会に諮問し、また、必要に応じて独立した第三者である

専門家(ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家)等の助言

を受けながら、提供された評価必要情報を十分に評価・検討し、独立委員会からの勧告を 大限尊重したう

えで、当社取締役会としての意見を慎重にとりまとめ、開示いたします。また、必要に応じ、大規模買付者

との間で大規模買付行為に関する条件改善について交渉し、当社取締役会として株主の皆様へ代替案を提示

することもあります。 

  



5. 大規模買付行為が為された場合の対応 

(1) 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合 

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合には、具体的な買付方法の如何にかかわらず、当

社取締役会は、独立委員会の勧告を 大限尊重したうえで、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を守る

ことを目的として、新株予約権の無償割当等、会社法その他の法律及び当社定款が認める対抗措置を取るこ

とにより大規模買付行為に対抗する場合があります。 

具体的にいかなる手段を講じるかについては、その時点で も適切と取締役会が判断したものを選択する

こととします。取締役会が具体的対抗措置として、実際に新株予約権の無償割当をする場合には、議決権割

合が一定割合以上の特定株主グループに属さないことを新株予約権の行使条件とするなど、対抗措置として

の効果を勘案した行使期間及び行使条件を設けることがあります。 

(2) 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合 

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、当社取締役会は、仮に当該大規模買付行為に反対

であったとしても、当該買付提案についての反対意見を表明したり、代替案を提示することにより、株主の

皆様を説得するに留め、原則として当該大規模買付行為に対する対抗措置はとりません。大規模買付者の買

付提案に応じるか否かは、株主の皆様において、当該買付提案及び当社が提示する当該買付提案に対する意

見、代替案等をご考慮の上、ご判断いただくことになります。 

但し、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、当該大規模買付行為が明らかに濫用目的によ

るものと認められ、その結果として会社に回復し難い損害をもたらすなど、当社の企業価値ひいては株主共

同の利益を著しく損なうと判断される場合には、例外的に当社取締役会は、独立委員会の勧告を 大限尊重

したうえで、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を守ることを目的として、新株予約権の無償割当等、

会社法その他の法律及び当社定款が当社取締役会の権限として認める事項に基づいて、上記(1)で述べた対抗

措置の発動を決定することができるものとします。 

具体的には、以下のいずれかの類型に該当すると判断された場合には、当該大規模買付行為は当社の企業

価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと認められる場合に該当するものと考えます。 

① 真に会社経営に参加する意思がないにもかかわらず、ただ株価をつり上げて高値で株式を会社関係者に

引き取らせる目的で株式の買収を行っている場合(いわゆるグリーンメーラーである場合) 

② 会社経営を一時的に支配して当該会社の事業経営上必要な知的財産権、ノウハウ、企業秘密情報、主要

取引先や顧客等を当該買収者やそのグループ会社等に移譲させるなど、いわゆる焦土化経営を行う目的で

株式の買収を行っている場合 

③ 会社経営を支配した後に、当該会社の資産を当該買収者やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資

として流用する予定で株式の買収を行っている場合 

④ 会社経営を一時的に支配して当該会社の事業に当面関係していない不動産、有価証券など高額資産等を

売却等処分させ、その処分利益をもって一時的な高配当をさせるかあるいは一時的高配当による株価の急

上昇の機会を狙って株式の高値売り抜けをする目的で株式買収を行っている場合 

⑤ 大規模買付者の提案する当社株式の買付方法が、いわゆる強圧的二段階買収( 初の買付で当社の株券等

の全部の買付を勧誘することなく、二段階目の買収条件を不利に設定し、あるいは明確にしないで、公開

買付等の株券等の買付を行うことをいいます。)等の、株主の判断の機会または自由を制約し、事実上、株

主に当社の株式の売却を強要するおそれがあると判断された場合 



⑥ 大規模買付者の提案する当社の株券等の買付条件(買付対価の種類及び金額、当該金額の算定根拠、その

他の条件の具体的内容、違法性の有無、実現可能性等を含むがこれに限りません。)が当社の企業価値に照

らして著しく不十分又は不適切であると判断される場合 

⑦ 大規模買付者による支配権獲得により、当社株主はもとより、顧客、従業員、地域社会その他の利害関

係者の利益を含む当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと判断される場合 

⑧ 大規模買付者による買付後経営方針等が不十分又は不適当であるため、当社事業の成長性・安定性が阻

害され、又は顧客並びに公共の利益に重大な支障をきたすおそれがあると判断される場合 

⑨ 大規模買付者の経営陣もしくは出資者に反社会的勢力と関係を有するものが含まれている等、大規模買

付者が公序良俗の観点から当社の支配株主として不適切であると判断される場合 

(3) 対抗措置発動の停止等について 

上記(1)または(2)において、当社取締役会が具体的対抗措置を講ずることを決定した後、当該大規模買付

者が大規模買付行為の撤回または変更を行った場合など対抗措置の発動が適切でないと当社取締役会が判断

した場合には、独立委員会の助言、意見または勧告を十分に尊重した上で、対抗措置の発動の停止または変

更等を行うことがあります。 

例えば、対抗措置として新株予約権の無償割当を行う場合、当社取締役会において、無償割当が決議さ

れ、または、無償割当が行われた後においても、大規模買付者が大規模買付行為の撤回または変更を行うな

ど対抗措置の発動が適切でないと取締役会が判断した場合には、独立委員会の勧告を受けた上で、新株予約

権の効力発生日までの間は、新株予約権無償割当等の中止、または新株予約権無償割当後において、行使期

間開始日までの間は、無償取得の方法により対抗措置発動の停止を行うことができるものとします。 

このような対抗措置発動の停止を行う場合は、独立委員会が必要と認める事項とともに速やかな情報開示

を行います。 

6. 本プランによる株主の皆様に与える影響等 

(1) 大規模買付ルールが株主の皆様に与える影響等 

大規模買付ルールは、当社株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断するために必要な情報や、

現に当社の経営を担っている当社取締役会の意見を提供し、株主の皆様が代替案の提示を受ける機会を確保

することを目的としています。これにより株主の皆様は、十分な情報のもとで、大規模買付行為に応じるか

否かについて適切な判断をすることが可能となり、そのことが当社の企業価値ひいては株主共同の利益の保

護につながるものと考えます。従いまして、大規模買付ルールの設定は、株主の皆様が適切な投資判断を行

ううえでの前提となるものであり、株主の皆様の利益に資するものであると考えております。 

なお、上記5.において述べたとおり、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守するか否か等により大規模

買付行為に対する当社の対応方針が異なりますので、株主の皆様におかれましては、大規模買付者の動向に

ご注意ください。 



(2) 対抗措置発動時に株主の皆様に与える影響 

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合または、大規模買付ルールが遵守されている場合

であっても、大規模買付行為が当社に回復し難い損害をもたらすなど当社の企業価値ひいては株主共同の利

益を著しく損なうと判断される場合には、当社取締役会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を守る

ことを目的として、新株予約権の無償割当等、会社法その他の法律及び当社定款により認められている対抗

措置をとることがありますが、当該対抗措置の仕組上、当社株主の皆様(大規模買付ルールを遵守しない大規

模買付者及び会社に回復し難い損害をもたらすなど当社株主全体の利益を損なうと認められるような大規模

買付行為を行う大規模買付者は除きます。)が法的権利または経済的側面において格別の損失を被るような事

態が生じることは想定しておりません。当社取締役会が具体的対抗措置をとることを決定した場合には、法

令及び証券取引所規則に従って適時適切な開示を行います。 

対抗措置の一つとして、新株予約権の無償割当てを実施する場合には、当社株主の皆様は引受けの申込み

を要することなく新株予約権の割当てを受け、また当社が新株予約権の取得の手続をとることにより、新株

予約権の行使価額相当の金銭を払込むことなく当社による新株予約権の取得の対価として当社株式を受領す

ることになるため、申込みや払込み等の手続は必要となりません。但し、この場合当社は、新株予約権の割

当てを受ける株主の皆様に対し、別途ご自身が大規模買付者等でないこと等を誓約する当社所定の書式によ

る書面のご提出を求めることがあります。 

また、名義書換未了の株主の皆様に関しましては、新株予約権の割当てを受けるためには、別途当社取締

役会が決定し、公告する新株予約権の割当期日までに、名義書換を完了していただく必要があります。(証券

保管振替機構に対する預託を行っている株券については、名義書換手続きは不要です。) 

なお、当社は、新株予約権の割当期日や新株予約権の効力発生後においても、例えば、大規模買付者が大

規模買付行為を撤回した等の事情により、新株予約権の行使期間開始日の前日までに、新株予約権の割当て

を中止し、または当社が新株予約権に当社株式を交付することなく無償にて新株予約権を取得することがあ

ります。これらの場合には、１株あたりの価値の希釈化は生じませんので、１株あたりの株式の価値の希釈

化が生じることを前提にして売付等を行った株主または投資家の皆様は、株価の変動により相応の損害を被

る可能性があります。 

  

7. 本プランの適用開始、有効期限及び廃止 

本プランは、当社第111回定時株主総会の開催日の平成19年６月28日より発効することとし、有効期限は平成

22年６月30日までに開催される当社第114回定時株主総会の終結の時までとします。ただし、当社第111回定時

株主総会の開催日以降発効した後であっても、①当社株主総会において本プランを廃止する旨の決議が行われ

た場合、②当社取締役会により本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、その時点で本プランは廃止

されるものとします。 

また、本プランの有効期間中であっても、企業価値ひいては株主共同の利益の向上の観点から随時見直しを

行い、当社株主総会の承認を得て本プランの変更を行うことがあります。その場合には、その変更内容を速や

かに開示します。 

なお、当社取締役会は、本プランの有効期間中であっても、本株主総会における株主の皆様の本プラン導入

のご承認の趣旨に反しない場合(本プランに関する法令、証券取引所規則等の新設または改廃が行われ、かかる

新設または改廃を反映するのが適切である場合、誤字脱字等の理由により字句の修正を行うのが適切な場合

等、株主の皆様に不利益を与えない場合等を含みます。)には、独立委員会の承認を得た上で、本プランを修正

し、または変更する場合があります。その場合にも、その変更内容を速やかに開示します。 

  



Ⅲ. 本プランの合理性について(本プランが基本方針に添い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当

社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないことについて) 

1. 買収防衛策に関する指針の要件を充足していること 

本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した企業価値・株主共同の利益の確保または

向上のための買収防衛策に関する指針の定める三原則(企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開

示・株主意思の原則、必要性・相当性の原則)を充足しています。 

2. 株主共同の利益を損なうものではないこと 

本プランは、上記Ⅱ.「本プラン導入の目的」にて記載したとおり、当社株券等に対する買付等がなされた際

に、当該買付に応じるべきか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必

要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当

社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入されるものです。 

3. 独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示 

本プランにおける対抗措置の発動は、上記Ⅱ 5.「大規模買付行為がなされた場合の対応」にて記載したとお

り、当社の業務執行を行う経営陣から独立している委員で構成される独立委員会へ諮問し、同委員会の勧告を

大限尊重するものとされており、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に適うように本プランの透明な運

用を担保するための手続も確保されております。 

4. デッドハンド型買収防衛策ではないこと 

上記Ⅱ 7.「本プランの適用開始、有効期間、継続及び廃止」にて記載したとおり、本プランは、当社の取締

役会により廃止することができるものとされており、当社の株券等の大規模買付者が、当社株主総会で取締役

を指名し、かかる取締役で構成される取締役会により、本プランを廃止することが可能です。従って、本プラ

ンは、デットハンド型買収防衛策(取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動を阻止できない買収防

衛策)ではありません。 

  



４ 【事業等のリスク】 

当社及び当社グループの事業において、経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、

以下のようなものがあります。 

なお、本項における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在(平成19年６月28日)において判断したもので

あります。 

(1) 海外展開に伴うリスク 

当社グループでは事業をグローバルに展開していますが、昨今の国際情勢で一部の地域で緊迫感が高まっていま

す。当社グループが活動している地域で、政治・経済・法改正等により、労働力不足・ストライキ・急激な為替レ

ートの変動等の問題が発生する可能性があります。特に輸入商品については当然ながら短期的なリスクヘッジをし

ていますが、それを超える急激な為替変動は営業費用の上昇を招き、営業利益の圧迫が懸念されます。 

(2) 大規模地震の発生 

近年の国内外での大規模地震の発生では、当社グループでの被害は全くありませんでしたが想像を超えるもので

した。東海地震・東南海地震の可能性が高いと言われておりますが、当社の産業用製品の主力工場は静岡県に位置

し、出来る限りの地震対策を講じてはおります。また、 悪の事態を想定し、新たに地震保険に加入する等も実施

しております。しかしながら、原材料の確保や一時的な生産中止、市場への製品の供給に支障をきたし、経営成績

や財務状態に影響を及ぼすことが懸念されます。 

(3) 製品管理のリスク 

当社グループの製品を製造・販売する上で、使用する原材料や製造装置に対して、安全面・環境面から法的規制

が設けられています。これらの規制に準じた製品の販売のために品質に関するISO9001を認可取得し、開発段階から

安全性に関して試験調査研究を行い品質的に優れたものを発売しています。しかしながら、予想を超える品質トラ

ブルが発生すれば、売上の減少等経営成績や財務状態に支障を来たす懸念があります。 

(4) 原材料価格の高騰のリスク 

当社グループの製品群の多くは、石油など１次産品をもとにした原材料を加工したものであり、今後も需要増及

び国際商品相場による原油価格の高騰が続き、製品価格に転嫁が出来ないような景気動向が続く場合、当社の営業

費用を上昇させます。 

(5) 季節要因のリスク 

当社グループの製品群である使い捨てカイロ・自動車用非金属タイヤチェーン・雨衣・除湿剤等については、季

節的要因、特に冷夏・暖冬といった天候の影響を受けやすく、またシューズ・コンドーム等については、生活様式

や人口動態などの影響を受けやすいものがあります。 

これらの要因については、完全に予測することができないため、当社グループの経営成績や財政状態に影響を及

ぼす可能性があります。 

(6) その他のリスク 

昨今の電子技術の高度化・緻密化により情報漏洩あるいはシステム障害による業務への支障等が発生することも

リスクのひとつです。 

  

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

当連結会計年度において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  



６ 【研究開発活動】 

当社グループは、今まで独自の技術とノウハウを培い、高品質、高性能を追求することにより、「オカモトブラン

ド」に対する消費者の信頼性を高める努力を続けてきました。 

今後も、常に消費者に求められる「人々の生活に役立つ環境にやさしい製品」を積極的に開発し、提供したいと思

います。 

現在、研究開発は静岡、茨城、福島の３工場の技術、開発部門を中心に推進しております。 

グループ全体の研究開発費の総額は846百万円であります。 

事業の種類別セグメントの研究開発活動を示すと、次のとおりであります。 

(1) 産業用製品事業 

当社が中心となり、プラスチックフィルム、農業用フィルム、自動車内装材、壁紙等の分野で、新素材、複合機

能商品、脱PVC商品、環境配慮商品等の消費者のニーズにあった商品開発を行っており、また粘着製品では包装用、

工業用(電気・電子用テープ等)の新素材、新用途及び環境配慮商品の研究開発を行っております。 

当事業に係る研究開発費の金額は540百万円であります。 

(2) 生活用品事業 

当社が中心となり、スキン、手袋、食品包装用フィルム、使い捨てカイロ、除湿剤、介護用品、医療機器、レジ

ャー用品、雨衣、シューズ、ブーツ等の分野にて多様化するニーズに応えるため研究開発を行っております。 

当事業に係る研究開発費の金額は306百万円であります。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

当連結会計年度における財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。なお、文中における将来に関

する事項については、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成しておりま

す。この連結財務諸表の作成にあたって採用している重要な会計基準は、「第５ 経理の状況」に記載のとおりで

あります。 

なお、当社グループの連結財務諸表の作成において、貸倒引当金、賞与引当金、退職給付引当金等の計上につい

て見積り計算を行っており、これらの見積りについては過去の実績等を勘案して合理的に判断をしておりますが、

見積り特有の不確実性が存在するため、実際の結果は見積りと異なる場合があります。 

  



(2) 財政状態 

① 資産 

当連結会計年度末における総資産は867億63百万円で、前連結会計年度末と比べ29億50百万円の減少となりまし

た。 

流動資産は428億71百万円で、前連結会計年度末と比べ14億95百万円の減少となりました。これは主として、現

金及び預金が９億74百万円、受取手形及び売掛金が８億76百万円減少したことによるものです。 

固定資産は438億91百万円で、前連結会計年度末と比べ14億55百万円の減少となりました。これは主として、投

資有価証券が12億５百万円減少したことによるものです。 

② 負債 

当連結会計年度末における総負債は394億28百万円で、前連結会計年度末と比べ29億66百万円の減少となりまし

た。 

流動負債は277億74百万円で、前連結会計年度末と比べ24億56百万円の増加となりました。これは主として、短

期借入金が43億37百万円増加し、支払手形及び買掛金が10億57百万円、未払法人税等が12億57百万円減少したこ

とによるものです。 

固定負債は116億53百万円で、前連結会計年度末と比べ54億18百万円の減少となりました。これは主として、長

期借入金が50億８百万円減少したことによるものです。 

③ 純資産 

当連結会計年度末における純資産は473億35百万円で、前連結会計年度末の資本合計と比べ15百万円の増加とな

りました。 

主として、利益剰余金が14億46百万円増加し、自己株式の消却により資本剰余金が７億60百万円及びその他有

価証券評価差額金が５億62百万円減少したことによるものです。 

(3) 経営成績 

当連結会計年度における経営成績の概況については、「第２ 事業の状況 １業績等の概要」に記載のとおりで

あります。 

(4) 資金の流動性についての分析 

当社グループの資金状況については、「第２ 事業の状況 １業績等の概要 (2)キャッシュ・フローの状況」に

記載のとおりであります。 

なお、当グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは、下記のとおりであります。 
  

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償却年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・ガバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

(注) １ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

２ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出しております。 

３ 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の「営業活動によるキャッシュ・フロー」を使用しておりま

す。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。

また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の「利息の支払額」を使用しております。 

   平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期

自己資本比率 (％) 55.3 54.7 52.7 54.6 

時価ベースの自己資本比率 (％) 52.2 60.9 66.5 55.7 

債務償却年数 (年) 1.2 0.9 1.7 1.8 

インタレスト・ガバレッジ・レシオ (倍) 52.1 68.7 43.8 34.8 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループ(当社及び連結子会社)は、主として産業用製品事業(主要製品：プラスチックフィルム、建装・産業資

材)と生活用品事業(主要製品：医療・日用品、シューズ、衣料・スポーツ用品)の製品の製造販売を行っており、その

中での成長製品の開発、供給のために資本を集中することを方針として、設備投資を継続的に行っております。 

当連結会計年度においては、総額22億42百万円の設備投資を実施しました。 

産業用製品事業では、建装・産業資材(壁紙他)の製造設備を静岡工場に、環境を重視した無溶剤テープ製造設備を

茨城工場に増設し、また設備の更新も行い総額16億13百万円の投資を実施しました。 

生活用品事業では、茨城工場における医療・日用品(コンドーム他)の製造設備の増設を主とし、また設備の更新も

行い総額６億29百万円の投資を実施しました。 

これらの所要資金は自己資金を充当しております。 

  
２ 【主要な設備の状況】 
(1) 提出会社 

(平成19年３月31日現在) 

  

(2) 国内子会社 
(平成19年３月31日現在) 

  

(3) 在外子会社 
(平成19年３月31日現在) 

事業所名 
(所在地) 

セグメントの 
名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名) 

建物
及び構築物

機械装置
及び運搬具

工具器具
備品 

土地
(面積千㎡) 

合計 

静岡工場 
(静岡県吉田町) 

産業用製品 
生活用品 

プラスチッ
クフィルム
他生産設備 

1,487 3,735 308
413

(232)
5,944 419

茨城工場 
(茨城県竜ヶ崎市) 

生活用品 
産業用製品 

医 療・日 用
品他生産設
備 

1,345 2,028 21
530

(165)
3,925 176

福島工場 
(福島県いわき市) 

生活用品 
産業用製品 

シューズ他
生産設備 

403 448 42
54

(73)
949 45

本社 
(東京都文京区) 

全社管理 
販売業務 

その他 225 14 8
104

(0.4)
352 180

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名) 

建物
及び構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

工具器具
備品 

合計 

イチジク 
製薬㈱ 

東京都 
墨田区 

生活用品 
医療・日
用品の生
産設備 

602 85
591
(1.9)

10 1,289 46

オカモト 
通商㈱ 

東京都 
文京区 

その他 
保管運送
設備・賃
貸 

44 4
210
(2.7)

0 260 41

会社名 所在地 
セグメン
トの名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名) 

建物
及び構築物

機械装置
及び運搬具

工具器具
備品 

土地
(面積千㎡) 

合計 

Siam 
Okamoto 
Co.,Ltd. 

タイ王国 生活用品 
医療・日
用品の生
産設備 

50 59 7
74

(18)
191 159



(注) １ 現在休止中の主要な設備はありません。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

３ 上記の他、リース契約による主な賃借設備の内容は次のとおりであり、当期のリース料は43百万円、リース契約残高は90

百万円であります。 

(1)提出会社 

(2)国内子会社 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 
  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の改修(更新、合理化投資を含む)等 
  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

名称 事業所名 
事業の種類別セ
グメントの名称 

セット数
リース
期間 

備考 

生産設備 静岡工場 産業用製品 16式 ５～７年
所有権移転外ファイ
ナンス・リース契約 

ホスト 
コンピューター 

全社 管理業務 16式 ５年 〃 

パソコン及び 
端末機 

全社 管理業務 126式 ４～６年 〃 

OA機器 全社 管理業務 112式 ３～５年 〃 

名称 会社名 
事業の種類別セ
グメントの名称 

セット数
リース
期間 

備考 

パソコン及び 
端末機 

㈱ユニオン・ロイ
ヤル他 

管理業務 81式 ４～５年
所有権移転外ファイ
ナンス・リース契約 

OA機器   〃 管理業務 23式 ２～６年 〃 

会社名 所在地 セグメント名 設備の内容 

投資予定額
資金調達
方法 

着手及び完了予定 
完成後の
増加能力 総額

(百万円) 
既支払額
(百万円) 着手 完了 

オカモト㈱ 
静岡工場 

静岡県 
吉田町 産業用製品 

プラスチック 
フィルム他の 
生産設備 

400 34 自己資金 平成19年１月 平成20年３月 生産能力の
７％増加 

オカモト㈱ 
茨城工場 

茨城県 
竜ヶ崎市 

産業用製品 
生活用品 

医療・日用品 
他の生産設備 200 0 自己資金 平成19年４月 平成20年３月 生産能力の

５％増加 

オカモト㈱ 
福島工場 

福島県 
いわき市 

産業用製品 
生活用品 

医療・日用品 
他の生産設備 50 0 自己資金 平成19年４月 平成20年３月 生産能力の

６％増加 

会社名 所在地 セグメント名 設備の内容 

投資予定額
資金調達
方法 

着手及び完了予定 
完成後の
増加能力 総額

(百万円) 
既支払額
(百万円) 着手 完了 

オカモト㈱ 
静岡工場 

静岡県 
吉田町 

産業用製品 
生活用品 

プラスチックフ
ィルム、建装・
産業資材の生産
設備の改修 

800 68 自己資金 平成19年２月 平成20年３月 ― 

オカモト㈱ 
茨城工場 

茨城県 
竜ヶ崎市 

産業用製品 
生活用品 

産 業 資 材、医
療・日用品の生
産設備の改修 

500 31 自己資金 平成19年２月 平成20年３月 ― 

オカモト㈱ 
福島工場 

福島県 
いわき市 

産業用製品 
生活用品 

産 業 資 材、医
療・日用品の生
産設備の改修 

50 0 自己資金 平成19年３月 平成20年３月 ― 



(3) 重要な設備の除却等 

平成18年８月10日付で新たに下記設備に関する売却契約を締結しております。 

  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当初、平成19年４月３日を譲渡予定日としておりましたが、平成19年４月２日開示の通り、賃借人の退去準備の遅れか

ら、土壌調査・解体撤去工事等が遅延し、数ヶ月ずれこむ事になりました。 

  

会社名 事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメント 
の名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(百万円)
売却金額 
(百万円) 引渡年月 

建物
土地

(面積千㎡) 合計

提出会社 その他 
(東京都江戸川区) 生活用品事業 倉庫 328

266
(4.2)

595 1,370 平成19年４月

オカモト 
通商㈱ 

その他 
(東京都江戸川区) その他事業 ガソリン 

スタンド 31
82

(0.8)
113 254 平成19年４月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

  

  

  

  

② 【発行済株式】 
  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 400,000,000

計 400,000,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 123,196,839 123,196,839
東京証券取引所
(市場第一部) 

― 

計 123,196,839 123,196,839 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

新株予約権 

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであり

ます。 

株主総会の特別決議日(平成17年６月29日)

  
事業年度末現在

(平成19年３月31日) 
提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日) 

新株予約権の数(個) 2,288(注１) 2,280(注１) 

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 2,288,000(注２) 2,280,000(注２) 

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり 427(注３) 同左(注３) 

新株予約権の行使期間 
平成19年７月１日～
平成23年６月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格  427
資本組入額   214 

同左 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当を受けた

者は、当社または連結子会

社の取締役、監査役もしく

は従業員のいずれの地位を

も喪失した場合には、行使

することができないものと

する。ただし、任期満了に

よる退任、定年または会社

都合による退職、その他正

当な事由のある場合はこの

限りでない。 

② 新株予約権の割当を受けた

者が死亡した場合、相続人

は行使することができな

い。 

③ 新株予約権の割当を受けた

者は、割り当てられた新株

予約権の個数の全部または

一部につき行使することが

できる。ただし、一部を行

使する場合には、割り当て

られた新株予約権の整数倍

の単位で行使するものとす

る。 

④ その他の条件については、

当社と新株予約権の割当を

受ける者との間で締結する

新株予約権割当契約に定め

るところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは、

当社取締役会の承認を要する。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

― ― 



(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、新株予約権のうち当該株式分割または株式併合の時点で行使されていない

ものについて、次の算式によりその目的たる株式数を調整し、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨てる。 
  
 調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率 
  
また、当社が消滅会社となる合併または当社が分割会社となる会社分割を行う場合等、目的たる株式数の調整を必要とす

る場合には、当社は合理的な範囲で適切に目的たる株式数の調整を行うものとする。 

３ 当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分をする場合(新株予約権の行使による場合を除く)、次の算式

により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。 
  

  
前算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数とし、自己株

式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、また「新規発行前株価」を「処分前株価」に

それぞれ読み替えるものとする。 

また、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数

は切り上げるものとする。 
  

  
また、当社が消滅会社となる合併または当社が分割会社となる会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とする場合

には、当社は合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行うものとする。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

(注) １ オカモトフットウェア㈱との合併に伴う資本準備金増加額32百万円及び資本準備金による株式の消却に伴う資本準備金減
少額150百万円であります。 

２ 資本準備金の減少は平成16年６月29日開催の定時株主総会決議によるその他資本剰余金への振替額であります。 
３ 資本準備金の増加は三宝樹脂工業㈱の吸収分割に伴う増加であります。 
４ 自己株式の消却による減少であります。 
５ 資本準備金の増加はイチジク製薬㈱株式との株式交換による自己株式減少差益によるものであります。 
６ 自己株式の消却による減少であります。 
７ 自己株式の消却による減少であります。 

  

        既発行 
株式数 ＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後 
行使価額 ＝ 調整前 

行使価額
× 

新規発行前株価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

調整後 
行使価額 ＝ 調整前 

行使価額
× 

１ 

分割または併合の比率 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成15年３月31日 
(注)１ 

△625,000 133,196,839 ― 13,047 △118 4,738

平成16年８月９日 
(注)２ 

― 133,196,839 ― 13,047 △2,000 2,738

平成16年12月１日 
(注)３ 

― 133,196,839 ― 13,047 538 3,277

平成17年３月31日 
(注)４ 

△5,000,000 128,196,839 ― 13,047 ― 3,277

平成17年10月１日 
(注)５ 

― 128,196,839 ― 13,047 171 3,448

平成18年３月31日 
(注)６ 

△3,000,000 125,196,839 ― 13,047 ― 3,448

平成19年３月31日 
(注)７ 

△2,000,000 123,196,839 ― 13,047 ― 3,448



(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 自己株式6,382,149株は「個人その他」に6,382単元、「単元未満株式の状況」に149株含まれております。 

２ 「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の中には証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ13単元及び50株含まれて

おります。 

  

(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

２ 上記のほか当社所有の自己株式6,382千株(5.18％)があります。 

  

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況

(株) 
政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 51 38 214 45 5 9,795 10,148 ―

所有株式数 
(単元) 

― 37,847 860 35,055 1,823 11 46,489 122,085 1,111,839

所有株式数 
の割合(％) 

― 31.00 0.71 28.71 1.50 0.00 38.08 100 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

明治安田生命保険相互会社 千代田区丸の内２－１－１ 7,426 6.03

丸紅株式会社 千代田区大手町１－４－２ 7,211 5.85

株式会社損害保険ジャパン 新宿区西新宿１－26－１ 6,517 5.29

株式会社みずほコーポレート銀
行 

千代田区丸の内１－３－３ 5,803 4.71

株式会社みずほ銀行 千代田区内幸町１－１－５ 4,507 3.66

有限会社八幡興産 大田区久が原４－39－９ 3,530 2.87

みずほ信託銀行株式会社 中央区八重洲１－２－１ 2,822 2.29

平井商事株式会社 江戸川区平井４－11－４－701 2,086 1.69

やよい会 文京区本郷３－27－12 2,068 1.68

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社 

港区浜松町２－11－３ 2,005 1.63

計 ― 43,978 35.70

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 1,426,000株



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」欄には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ13,000株(議決権13

個)及び50株含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式が次のとおり含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 6,382,000

―
権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 普通株式 115,703,000 115,703 同上 

単元未満株式 普通株式 1,111,839 ― 同上 

発行済株式総数 123,196,839 ― ― 

総株主の議決権 ― 115,703 ― 

自己保有株式 149株

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
オカモト株式会社 

東京都文京区 
本郷３―27―12 

6,382,000 ― 6,382,000 5.18

計 ― 6,382,000 ― 6,382,000 5.18



(8) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、以下の要領により、ストックオ

プションとして新株予約権を発行することを平成17年６月29日開催の第109回定時株主総会において特別決議された

ものであります。 

当該制度の内容は、次のとおりであります。 
  

(注) １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、新株予約権のうち当該株式分割または株式併合の時点で行使されていない

ものについて、次の算式によりその目的たる株式数を調整し、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨てる。 

また、当社が消滅会社となる合併または当社が分割会社となる会社分割を行う場合等、目的たる株式数の調整を必要とす

る場合には、当社は合理的な範囲で適切に目的たる株式数を調整するものとする。 

２ 当社が時価を下回る価額で新株を発行または自己株式の処分をする場合(新株予約権の行使による場合を除く)、次の算式

により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

前算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数とし、自己株

式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新規発行前株価」を「処分前株価」にそ

れぞれ読み替えるものとする。 

また、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数

を切り上げるものとする。 

また、当社が消滅会社となる合併または当社が分割会社となる会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とする場合

には、当社は合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行うものとする。 

  

決議年月日 平成17年６月29日

付与対象者の区分及び人数(名) 
当社取締役 15  当社監査役 ４  当社従業員 891 
当社子会社の取締役 11 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数(株) 2,288,000(注１)

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり427(注２)

新株予約権の行使期間 平成19年７月１日～平成23年６月30日

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当を受けた者は、当社または連結子会社の取締役、

監査役もしくは従業員のいずれの地位をも喪失した場合には、行使

することができないものとする。ただし、任期満了による退任、定

年または会社都合による退職、その他正当な事由のある場合はこの

限りでない。 

② 新株予約権の割当を受けた者が死亡した場合、相続人は行使するこ

とができない。 

③ 新株予約権の割当を受けた者は、割り当てられた新株予約権個数の

全部または一部につき行使することができる。ただし、一部を行使

する場合には、割り当てられた新株予約権の整数倍の単位で行使す

るものとする。 

④ その他の条件については、当社と新株予約権の割当を受ける者との

間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 ―――――

組織再編行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項 

―――――

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割または併合の比率

        
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
新規発行前株価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１ 

分割または併合の比率



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

  
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

旧商法第211条ノ３第１項による取得 

  

会社法第155条第３号による取得 

  

  

【株式の種類等】 
旧商法第211条ノ３第１項及び旧商法第221条第６項並びに会社法第155条第
３号及び第７号による普通株式の取得 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会(平成17年11月22日)での決議状況 
(取得期間平成17年12月15日～平成18年６月14日) 

2,000,000 1,000,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 1,154,000 579,413,000 

当事業年度における取得自己株式 846,000 385,803,000 

残存決議株式の総数及び価額の総額 ― 34,784,000 

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) ― 3.5 

当期間における取得自己株式 ― ― 

提出日現在の未行使割合(％) ― 3.5 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会(平成18年６月29日)での決議状況 
(取得期間平成18年７月３日～平成18年12月22日) 

2,000,000 1,000,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 ― ― 

当事業年度における取得自己株式 975,000 418,994,000 

残存決議株式の総数及び価額の総額 1,025,000 581,006,000 

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 51.3 58.1 

当期間における取得自己株式 ― ― 

提出日現在の未行使割合(％) 51.3 58.1 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会(平成18年12月18日)での決議状況 
(取得期間平成18年12月25日～平成19年6月15日) 

2,000,000 1,000,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 ― ― 

当事業年度における取得自己株式 373,000 158,502,000 

残存決議株式の総数及び価額の総額 1,627,000 841,498,000 

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 81.4 84.1 

当期間における取得自己株式 495,000 208,420,000 

提出日現在の未行使割合(％) 56.6 63.3 



(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

旧商法第221条第６項による取得 

  

会社法第155条第７号による取得 

(注) 当期間における取得自己株式には、平成19年６月16日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株式数

は含めておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

(注) 当期間における保有自己株式数には、平成19年６月16日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株式

数は含めておりません。 

  

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

当事業年度における取得自己株式 2,598 1,303,083

当期間における取得自己株式 ― ―

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

当事業年度における取得自己株式 43,959 18,903,312

当期間における取得自己株式 2,104 861,219

区分 
当事業年度 当期間 

株式数(株) 
処分価額の総額

(円) 
株式数(株)

処分価額の総額 
(円) 

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式 

― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 2,000,000 760,300,000 ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式 

― ― ― ― 

その他(  ―  ) ― ― ― ― 

保有自己株式数 6,382,149 ― 6,879,253 ― 



３ 【配当政策】 

当社は、活動領域の中で常に企業体質の強化を図り収益力の向上に努めてまいりましたが、その利益の配分は株主

各位への利益還元としての配当の継続と自己株式取得及び自己株式消却で行っており、さらに今後も継続いたしま

す。また将来の事業展開のための内部留保金の充実を図ってまいります。 

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、中間

配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。 

当事業年度の剰余金の配当につきましては、長期的な安定配当の基本方針のもと、１株当たり3.75円とし、中間配

当金(3.75円)と合わせて7.50円としております。内部留保金につきましては、技術・商品の開発、新規設備及び物流

合理化への投資、並びに相乗効果が期待できる企業買収や営業譲受への投資等を行なっていく方針であります。 

なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定めております。 

  
(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【 近５年間の事業年度別 高・ 低株価】 

  

(注) 高・ 低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【 近６箇月間の月別 高・ 低株価】 

  

(注) 高・ 低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

決議年月日 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり配当額 
(円) 

平成18年11月17日 
取締役会決議 

440 3.75

平成19年６月28日 
定時株主総会決議 

438 3.75

回次 第107期 第108期 第109期 第110期 第111期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

高(円) 255 305 405 598 530

低(円) 200 236 252 364 386

月別 
平成18年 
10月 

11月 12月
平成19年
１月 

２月 ３月 

高(円) 439 430 433 457 443 435

低(円) 412 402 417 424 412 408



５ 【役員の状況】 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
※他の会社の代表者である時の会社名 

任期 所有株式数
(千株) 

取締役会長   岡 本 多計彦 昭和15年９月22日生

昭和39年12月 当社入社

(注２) 1,864

昭和43年３月 取締役就任

昭和47年５月 代表取締役専務就任

昭和54年６月 代表取締役副社長就任

昭和58年６月 代表取締役社長就任

平成17年６月 代表取締役会長就任

平成19年６月 取締役会長就任(現)

取締役社長 
代表取締役   岡 本 二 郎 昭和20年６月19日生

昭和44年11月 当社入社

(注２) 1,275

昭和51年５月 資材部長

昭和51年６月 取締役就任

昭和54年６月 常務取締役就任

昭和60年６月 専務取締役就任

昭和62年６月 代表取締役就任(現)

平成８年６月 取締役副社長就任

平成17年６月 取締役社長就任(現)

取締役副社

長 
代表取締役 

人事部、資

材部、茨城

工場管掌 
岡 本 良 幸 昭和24年10月23日生

昭和50年７月 当社入社

(注２) 946

昭和60年４月 海外事業部貿易一部長兼貿易二部

長 
昭和60年６月 取締役就任

平成元年６月 常務取締役就任

平成15年６月 専務取締役就任

平成17年６月 資材部、茨城工場管掌(現)

平成19年４月 人事部管掌(現)

平成19年６月 代表取締役副社長就任(現)

※世界長㈱取締役社長

専務取締役 
プラスチッ

ク製品部管

掌 
岩 永 秀 也 昭和21年10月28日生

昭和45年６月 当社入社

(注２) 10

平成７年７月 フィルム・シート製品部(現プラ

スチック製品部)長 
平成11年６月 取締役就任

平成15年６月 常務取締役就任

平成19年６月 専務取締役就任(現)

プラスチック製品部管掌(現)

常務取締役 

食品衛生用

品部、メデ

ィカル製品

部、粘着製

品部担当 

高 橋   規 昭和17年９月15日生

昭和40年４月 当社入社

(注２) 36

平成３年７月 食品包装資材部長

平成９年６月 取締役就任

平成14年６月 常務取締役就任(現)

食品衛生用品部、メディカル製品

部担当(現) 
平成15年７月 粘着製品部担当(現)

常務取締役 

産 業 製 品

部、建 装

部、車輌資

材部、開発

室、薬 事

室、ISO 担

当 

山 田 俊 彦 昭和21年３月14日生

昭和43年６月 当社入社

(注２) 17

平成10年10月 静岡工場長代理

平成11年６月 取締役就任

平成16年２月 常務取締役就任(現)

産業製品部、建装部、車輌資材部

担当(現) 
平成17年６月 開発室担当(現)

平成18年６月 ISO担当(現)

平成19年４月 薬事室担当(現)

常務取締役 経理部担当 久保田   榮 昭和24年１月31日生

昭和47年６月 当社入社

(注２) 11
平成10年７月 経理部長
平成13年６月 取締役就任
平成19年６月 常務取締役就任(現)

経理部担当(現) 

取締役 

シューズ製

品部長、大

阪支店、名

古屋営業所

担当 

下 村 洋 喜 昭和23年12月４日生

昭和46年６月 当社入社

(注２) 11

平成12年２月 人事部長

平成13年６月 取締役就任(現)

平成17年６月 大阪支店、名古屋営業所担当(現) 
平成19年４月 シューズ製品部長(現)

※世界長㈱取締役副社長



  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
※他の会社の代表者である時の会社名 任期 所有株式数

(千株) 

取締役   内 藤 久 敬 昭和22年８月22日生

昭和45年６月 当社入社

(注２) 3
平成13年７月 Okamoto U.S.A., Inc.取締役社長

(現) 
平成15年６月 取締役就任(現)

取締役 福島工場長 松 本 冨士夫 昭和22年２月９日生

昭和42年４月 当社入社

(注２) 10
平成11年10月 福島工場長(現)
平成15年６月 取締役就任(現)

※㈱岡本ソーイング取締役社長 

取締役 

総務部長、

内部統制企

画 室、PLP

推進室、情

報システム

室、お客様

相談室担当 

竹 内 誠 二 昭和26年５月17日生

昭和50年４月 ㈱富士銀行(現㈱みずほ銀行)入行 

(注２) 1

平成14年５月 同社八王子支店長
平成17年４月 当社総務部、経営管理室統括マネ

ージャー 
平成17年６月 取締役総務部長、PLP推進室、

情報システム室、お客様相談室担
当就任(現) 

平成19年４月 内部統制企画室担当(現)
※オカモト通商㈱取締役社長

取締役 
アウトドア

用品部長 
金 塚 繁 夫 昭和23年１月15日生

昭和46年６月 当社入社

(注２) 4

平成13年７月 アウトドア用品部統括マネージャ
ー 

平成17年６月 取締役アウトドア用品部長就任
(現) 
※ボヌール販売㈱取締役社長 

取締役 
医療家庭用

品部長 
今 川 拓 一 昭和25年８月15日生

昭和49年６月 当社入社

(注２) 3
平成15年11月 ㈱ユニオン・ロイヤル取締役
平成17年３月 イチジク製薬㈱取締役社長
平成17年６月 取締役就任(現)
平成19年６月 医療家庭用品部長就任(現)

取締役 静岡工場長 大 橋 富 太 昭和25年３月21日生
昭和48年６月 当社入社

(注２) 27平成18年３月 静岡工場長(現)
平成18年６月 取締役就任(現)

取締役 
車輌資材部

長 
米 澤 明 男 昭和28年２月25日生

昭和50年６月 当社入社
(注２) 5平成14年６月 車輌資材部統括マネージャー

平成19年６月 取締役車輌資材部長就任(現)

取締役 海外部長 田 村 俊 夫 昭和28年９月９日生
昭和52年６月 当社入社

(注２) 6平成14年６月 海外部統括マネージャー
平成19年６月 取締役海外部長就任(現)

監査役 
(常勤)   本 多 千 秋 昭和15年９月７日生

昭和38年６月 当社入社

(注３) 20
昭和58年７月 経理部長
昭和62年６月 取締役就任
平成７年６月 常務取締役就任
平成10年６月 監査役就任(現)

監査役 
(常勤)   池 田 武 司 昭和19年８月21日生

昭和42年６月 当社入社

(注３) 11
平成９年５月 資材部長
平成14年５月 オカモト通商㈱取締役社長
平成16年６月 監査役就任(現)

監査役   小 川   明 昭和36年８月31日生

平成５年３月 公認会計士登録

(注３) ―
平成６年７月 新橋監査法人入所
平成11年４月 同法人代表社員就任(現)
平成16年６月 監査役就任(現)

監査役   深 澤 佳 己 昭和42年11月７日生

平成８年３月 司法修習終了

(注３) ―
平成８年４月 東京弁護士会に弁護士登録

深澤法律事務所入所(現) 
平成16年６月 監査役就任(現)

計 4,262



(注) １ 監査役小川明及び深澤佳己は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２ 取締役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時までであ

ります。 

３ 監査役の任期は、平成16年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時までであ

ります。 

４ 取締役会長岡本多計彦は、取締役社長岡本二郎の兄であり、専務取締役岡本良幸は両名の弟であります。 

５ 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役１名を選任

しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 
  

  なお、小川恵子は会社法第２条第16号に定める社外監査役の要件を充足しております。 

(注) 補欠監査役の任期は、就任した時から退任した監査役の任期の満了の時までであります。 

氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数 
(千株) 

小 川 恵 子 昭和38年８月20日生 

平成６年３月 公認会計士登録

(注) ― 
平成12年４月 小川公認会計士事務所開設

平成12年４月 ケイアンドパートナーズ㈱代表取

締役(現) 
平成16年６月 監査役補欠者就任(現)



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、当社の企業使命である「創意にあふれる技術を結集して、健康的で快適な人間生活に寄与する商品をつ

くり出し、当社に関係するすべての人々に、より大きな満足を与えることを目指す」を実現するために、経営の効

率化、健全性、透明性を確保することが経営の最重要課題のひとつとして位置付けております。このような企業使

命に沿って、コーポレート・ガバナンスの強化に取り組んでおります。 

  

(2) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

① 会社の機関の内容 

当社は、監査役会設置会社として、常勤監査役２名と社外より弁護士・公認会計士の経験と専門性を兼ね備え

た非常勤監査役で監査役会を構成し、取締役会の監査を行っております。また、会計監査人とは独立して、子会

社を含め監査業務を行うとともに内部監査を担当する内部統制企画室(５名)からの報告を受け、監査役会は取締

役会にその内容を反映させる等、内部統制システムの要の役割を担っております。 

コンプライアンス委員会は、社長を統括責任者としてグループ全体にコンプライアンス体制の整備、情報開示

の方針決定、リスク管理等の問題点把握に努めグループの法令遵守体制の維持向上に努めております。 

  

② 会社の機関・内部統制の関係図 

  

 
  



③ 内部統制システムの整備の状況 

当社の内部統制システムといたしましては、平成18年５月18日の取締役会で以下のとおり内部統制システム構

築の基本方針に関する決議を行っております。 

Ⅰ) 取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制(会社法362条第４項第６

号、会社施行規則第100条第１項第４号) 

ａ 当社は、コンプライアンス基本規定を設け以下の内容を定めております。 

当社の役員・使用人は、法令を誠実に遵守することはもとより企業倫理を十分に認識し、社会人としての

良識と責任を持って業務を遂行することが求められております。このような認識に基づき当社の企業理念

体系(企業使命・経営理念・行動基準)においてコンプライアンスを経営の基本方針としております。 

ｂ 当社の役員は、この実践のため企業理念体系に基づき当社グループにおける企業倫理の遵守及び浸透を率

先垂範して行います。 

また、社員に対しては企業理念に基づく教育を定期的に実施しております。 

ｃ 社長をコンプライアンス統括責任者とするコンプライアンス委員会を設置し、弁護士・公認会計士等の外

部有識者、管理部門担当役員等をメンバーにして当社並びにグループ全体のコンプライアンス体制の整備

ならびに問題点の把握に努め、また担当のセクションによる教育・啓蒙に努めております。 

ｄ 当社グループは、内部通報者制度(オカモト・ホットライン)を開設し、法令遵守上疑義がある行為が行わ

れてることを発見したときは通報しなければならないと定めております。通報内容への対応については通

報内容を検討し、内部統制企画室が内部監査を実施、その対処を行うものとします。 

また、今後についても継続的にコンプライアンス体制の改善案を検討していくなど、その充実に努めてい

きます。 

  

Ⅱ) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制(会社施行規則第100条第１項第１号) 

ａ 取締役は、その職務の執行に係る以下の文書(電磁的記録を含む)その他の重要な情報を、情報管理規定・

パソコン管理規定・内部者取引管理規定に基づき適切に管理し保管します。 

・ 株主総会議事録と関連資料 

・ 取締役会議事録と関連資料 

・ 常務会議事録と関連資料 

・ 取締役が主催する重要な会議記録ならびに指示事項 

・ 内部者取引(インサイダー取引該当)に係る重要な文書 

・ その他取締役の職務の執行に関する稟議書類等重要な文書 

・ 個人情報保護法に該当する個人情報 

ｂ 会社としての重要書類は原則総務部にて管理保管し、機会あるごとに教育・啓蒙を行っております。な

お、電磁的記録は、パソコン管理規定に基づきシステム開発室が管理しております。 

  

Ⅲ) 損失の危機の管理に関する規定その他の体制(会社法施行規則第100条第１項第２号) 

ａ 当社グループのリスクマネージメントは、外部有識者の意見を取り入れてコンプライアンス委員会でリス

クの発生防止と発生した場合の損失の極小化を図る体制を検討しております。また、企業活動の持続的発

展を実現することを脅かすあらゆるリスクに対処すべく、機動的に開催する役付取締役で構成される常務

会でトータルリスクマネージメント体制の構築に注力しております。 



ｂ 部門別リスクマネージメントの取り組みは、工場部門・営業部門・管理部門ごと担当役員の指示で専門的

な立場から、各種のリスクの評価・管理を行っております。なお、環境リスクについては、ISO14001取得

時に創設した環境管理委員会が横断的・継続的に評価・管理しております。 

ｃ 地震等による自然災害がもたらす津波・火災・水害等による操業停止のリスク、基幹ITシステムが正常に

機能しないリスクを軽減する態勢を整備しております。また、リスクの高い地区、業務には保険契約の見

直しを都度実施しております。 
  

Ⅳ) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制(会社法施行規則第100条第１項第３号) 

ａ 当社の事業部門は、産業製品事業と生活用品事業の２分野に分かれ、さらに前者はプラスチックフィルム

部門と建装・産業資材部門に分かれ、後者は医療・日用品部門、シューズ部門、衣料・スポーツ用品部門

に分かれております。各分野の互換性が薄いため、部門毎に長期販売計画、年度単位の部門方針をたて、

その業績を全社統一的な指標により管理するとともに、マネージャー以上が出席する月曜会で毎月１回各

部門の業績を報告しあい、全社的に各部門の業績、状況を把握できる制度を整えているとともに、効率の

良い業務執行を行うよう努めております。 

ｂ 代表取締役と役付取締役で構成する常務会を定例のほか機動的に開催し、前項の監視機能を持つとともに

当社事業の対処方針を効率よく決定できる体制にあります。 
  

Ⅴ) 当該株式会社並びにその親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制(会社

法施行規則第100条第１項第５号) 

 当社に親会社はなく、関連会社として子会社20社と関連会社１社を有しております。枢要な取締役に当社

取締役が兼務することで、親会社の業務運営を子会社の運営に直結させ、リスクも一体管理しております。 

ａ 公益通報者保護法施行に伴い、内部通報の仕組みとして「オカモト・ホットライン」をグループ共有で当

社に創設して、法令遵守の規範を定めております。 

ｂ 当社監査役が、当社グループの連結経営に対応した全体の監視・監査を各社監査役と当社内部統制企画室

と連携して実践してゆく態勢を整備しております。 

  

Ⅵ) 監査役の職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項並びにその使用

人の取締役から独立性に関する事項(会社法施行規則第100条第３項第１号、第２号) 

 監査役が必要とした場合、監査役の職務を補助する使用人を置くものとします。なお、使用人の任命、異

動、評価、懲戒は、監査役会の同意を得たうえで決定し、当該使用人の取締役からの独立性を確保します。 
  

Ⅶ) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制(会社法施行規則第

100条第３項第３号) 

ａ 代表取締役及び業務執行を担当する取締役は、取締役会において最低３ヶ月に１回以上業務の執行状況を

報告します。 

ｂ 監査役は、取締役会、月曜会に出席すると共にコンプライアンス委員会・小委員会にも出席し、当社並び

にグループの業績・信用に影響を及ぼすものは都度把握できる体制を敷くなど、監査役への情報提供を強

化しております。 
  

Ⅷ) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制(会社法施行規則第100条第３項第４号) 

ａ 当社監査役の半数は独立社外監査役とし、対外的な透明性を確保するとともに弁護士・公認会計士として

の外部有識者の立場から監査・アドバイスを実践しております。 

ｂ 当社の内部監査部門である内部統制企画室が、法令や定款、社内規程等への適合性等の観点から、グルー

プ会社の監査を実施していくほか、定例の監査役会に内部監査報告を行い、監査指示を受けた場合にはさ

らに追加して内部監査を行う仕組みとしております。 
  



④ 会計監査の状況 

当社は、会社法に基づく会計監査人及び証券取引法に基づく会計監査にみすず監査法人、公認会計士鈴木竹夫

及び公認会計士大原秀三を起用しております。当社と同監査法人等及び監査に従事する同監査法人の業務執行社

員との間には、特別な利害関係はありません。 

また、会計監査については社内の会計システムを期中及び期末監査に役立つ様オープンにしております。よっ

て、その他資料を含め会計監査に必要な監査環境を提供しております。 

監査役は会計監査人の往査に立会い、また監査講評会に出席し会計監査人から報告を受けるなど連携を図り、

監査の実効性が上がるよう努めております。 

当社の業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人等及び継続監査年数については、次のとおりであ

ります。 

なお、公認会計士鈴木竹夫氏及び公認会計士大原秀三氏は、監査証明に関する審査に関して、みすず監査法人

の審査体制を検討・評価し、これに依拠することをみすず監査法人と同意しております。 

  

(注) １ 継続監査年数については、７年以内であるため記載は省略しております。 

２ 監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士  ８名、その他  ６名 

その他は、会計士補等であります。 

  

⑤ 会社と会社の社外監査役との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係 

当社の社外監査役と当社の間には、特別な利害関係はありません。 

  

(3) 役員報酬等の内容 

① 当期における取締役報酬等及び監査役報酬の内容は次のとおりであります。 

(注) １ 当期末における人員は取締役15名、監査役４名です。 

上記の取締役16名には、当期中の退任取締役１名および就任取締役１名に対する報酬を含んでおります。 

２ 報酬限度額は取締役：月額27百万円、監査役：月額３百万円です。 

３ 使用人兼務取締役の使用人給与相当額(賞与含む)は、含まれておりません。 

② 使用人兼務取締役に対する使用人給与相当額 

65百万円(賞与を含む) 

③ 利益処分による取締役賞与金の支給額 

50百万円 

④ 当期中の株主総会決議により支給した役員退職慰労金 

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人等名 

指定社員 業務執行社員  野 口 和 弘 みすず監査法人 

指定社員 業務執行社員  北 澄 和 也 みすず監査法人 

公認会計士  鈴  木  竹  夫 鈴木竹夫公認会計士事務所 

公認会計士  大  原  秀  三 大原秀三公認会計士事務所 

取締役 16名 190百万円

監査役 4名 23百万円

取締役 1名 ７百万円



(4) 監査報酬等の内容 

当社の会計監査人であるみすず監査法人、公認会計士鈴木竹夫及び公認会計士大原秀三に対する報酬 

 公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  22百万円 

 上記以外の業務に基づく報酬               1百万円 

(注) 上記以外の業務に基づく報酬の内容は、みすず監査法人との「財務報告に係るアドバイザリー・サービス」に対する

報酬であります。 

  

(5) 取締役の定数 

当社の取締役は18名以内とする旨を定款に定めております。 

  

(6) 取締役の選任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、また、累積投票によらない旨を定款に定めております。 

  

(7) 株主総会決議事項を取締役会で決議することができることとしている事項 

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得するこ

とができる旨を定款に定めております。これは、機動的な資本政策を遂行することを目的とするものであります。 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)及

び前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表については、中央青山監査

法人により監査を受け、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)及び当事業年度(平成18年４月

１日から平成19年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表については、みすず監査法人、公認会計士鈴木竹夫及び

公認会計士大原秀三により監査を受けております。 

なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

また、従来から当社が監査証明を受けている中央青山監査法人は、平成18年９月１日に名称を変更し、みすず監査

法人となりました。 

  

前連結会計年度の連結財務諸表及び 

前事業年度の財務諸表 
中央青山監査法人 

当連結会計年度の連結財務諸表及び 

当事業年度の財務諸表 

みすず監査法人、公認会計士鈴木竹夫及び 

公認会計士大原秀三 



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産      

１ 現金及び預金   8,328 7,354  

２ 受取手形及び売掛金 ※８   23,877 23,001  

３ たな卸資産   10,739 10,856  

４ 繰延税金資産   568 504  

５ その他 ※７   966 1,354  

６ 貸倒引当金   △112 △198  

流動資産合計   44,367 49.5 42,871 49.4

Ⅱ 固定資産      

１ 有形固定資産 ※１      

(1) 建物及び構築物 ※２   6,961 6,839  

(2) 機械装置及び運搬具   6,231 6,433  

(3) 土地 ※２   3,712 3,602  

(4) 建設仮勘定   116 213  

(5) その他   468 446  

有形固定資産合計   17,491 19.5 17,535 20.2

２ 無形固定資産   728 0.8 554 0.7

３ 投資その他の資産      

(1) 投資有価証券 ※３   26,091 24,886  

(2) 繰延税金資産   15 44  

(3) 破産更生債権等   66 28  

(4) その他 ※３   1,092 943  

(5) 貸倒引当金   △139 △101  

投資その他の資産合計   27,127 30.2 25,800 29.7

固定資産合計   45,346 50.5 43,891 50.6

資産合計   89,713 100.0 86,763 100.0

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債      

１ 支払手形及び買掛金 ※８   17,730 16,673  

２ 短期借入金 ※２   1,251 5,588  

３ 未払法人税等   1,587 330  

４ 賞与引当金   813 796  

５ その他 
※２ 
※７ 

  3,938 4,385  

流動負債合計   25,321 28.3 27,774 32.0



  

  

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

Ⅱ 固定負債      

１ 長期借入金 ※２   5,028 20  

２ 繰延税金負債   6,128 6,147  

３ 退職給付引当金   3,009 2,901  

４ 役員退職慰労引当金   527 571  

５ 連結調整勘定   607 ―  

６ 負ののれん   ― 447  

７ その他 ※２   1,771 1,565  

固定負債合計   17,072 19.0 11,653 13.4

負債合計   42,394 47.3 39,428 45.4

(資本の部)      

Ⅰ 資本金 ※５   13,047 14.5 ― ―

Ⅱ 資本剰余金   5,359 6.0 ― ―

Ⅲ 利益剰余金   19,265 21.5 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金   12,007 13.4 ― ―

Ⅴ 為替換算調整勘定   △70 △0.1 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※６   △2,289 △2.6 ― ―

資本合計   47,319 52.7 ― ―

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  89,713 100.0 ― ―

       

(純資産の部)               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金           13,047 15.0 

２ 資本剰余金           4,599 5.3 

３ 利益剰余金           20,711 23.9 

４ 自己株式           △2,513 △2.8 

株主資本合計           35,845 41.4 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１ その他有価証券評価 
  差額金 

        11,445 13.2 

２ 繰延ヘッジ損益           1 0.0 

３ 為替換算調整勘定           42 0.0 

評価・換算差額等合計           11,489 13.2 

純資産合計           47,335 54.6 

負債純資産合計           86,763 100.0 

       



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高   76,061 100.0 75,794 100.0

Ⅱ 売上原価 
※１ 
※５ 

  57,856 76.1 58,889 77.7

売上総利益   18,204 23.9 16,904 22.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※５      

１ 荷造運賃 3,517 3,423    

２ その他の販売費 2,960 2,843    

３ 給与・賞与 3,481 3,307    

４ 引当金繰入額 516 525    

５ その他の一般管理費 4,289 14,764 19.4 3,853 13,953 18.4

営業利益   3,439 4.5 2,950 3.9

Ⅳ 営業外収益      

１ 受取利息 10 12    

２ 受取配当金 159 215    

３ 不動産賃貸料 304 272    

４ 為替差益 190 4    

５ 連結調整勘定償却額 191 ―    

６ 負ののれん償却額 ― 159    

７ 持分法による投資利益 ― 16    

８ その他 271 1,127 1.5 158 839 1.1

Ⅴ 営業外費用      

１ 支払利息 87 90    

２ 賃貸不動産管理費 141 117    

３ 売上割引 51 ―    

４ 持分法による投資損失 40 ―    

５ その他 172 493 0.6 114 322 0.4

経常利益   4,072 5.4 3,467 4.6



  

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益      

１ 固定資産売却益 ※２ 505 139    

２ 投資有価証券売却益 342 179    

３ 貸倒引当金戻入益 23 ―    

４ 保険解約返戻金 225 ―    

５ その他 0 1,097 1.4 ― 318 0.4

Ⅶ 特別損失      

１ 固定資産除却売却損 ※３ 78 67    

２ たな卸資産評価損 93 183    

３ 貸倒引当金繰入額 48 ―    

４ 減損損失 ※４ 47 80    

５ 退職給付制度改訂損 365 ―    

６ その他 8 641 0.8 43 375 0.5

税金等調整前当期純利益   4,528 6.0 3,411 4.5

法人税、住民税 
及び事業税 

1,705 524    

法人税等調整額 194 1,899 2.5 502 1,027 1.4

少数株主利益   24 0.1 ― ―

当期純利益   2,603 3.4 2,384 3.1



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

  

    
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   5,275 

Ⅱ 資本剰余金増加高     

１ 自己株式処分差益   83 83 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   5,359 

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   18,698 

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１ 当期純利益   2,603 2,603 

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 配当金   911   

２ 役員賞与   50   

３ 自己株式消却額   1,076 2,037 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   19,265 



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 13,047 5,359 19,265 △2,289 35,382 

連結会計年度中の変動額           

 剰余金の配当     △887   △887 

 当期純利益     2,384   2,384 

 役員賞与     △50   △50 

 自己株式の取得       △983 △983 

 自己株式の消却   △760   760 ― 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)           

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) ― △760 1,446 △223 462 

平成19年３月31日残高(百万円) 13,047 4,599 20,711 △2,513 35,845 

  評価・換算差額等 
純資産合計 

  その他有価証券 
評価差額金 繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 12,007 ― △70 11,937 47,319 

連結会計年度中の変動額           

 剰余金の配当         △887 

 当期純利益         2,384 

 役員賞与         △50 

 自己株式の取得         △983 

 自己株式の消却         ― 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額) △562 1 112 △447 △447 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) △562 1 112 △447 15 

平成19年３月31日残高(百万円) 11,445 1 42 11,489 47,335 



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     
１ 税金等調整前当期純利益   4,528 3,411 

２ 減価償却費   2,080 2,245 

３ 減損損失   47 80 

４ 連結調整勘定償却額   △191 ― 

５ 負ののれん償却額   ― △159 

６ 持分法による投資損益   40 △16 

７ 賞与引当金の増減額(△は減少)   49 △17 

８ 貸倒引当金の増減額(△は減少)   △43 48 

９ 退職給付引当金の増減額(△は減少)   413 △104 

10 役員退職慰労引当金の増加額   13 43 

11 受取利息及び受取配当金   △169 △227 

12 支払利息   87 90 

13 為替差益   △7 △0 

14 投資有価証券売却益   △342 △179 

15 有形固定資産除却売却損益   △427 △72 

16 売上債権の増減額(△は増加)   △1,411 837 

17 たな卸資産の増加額   △1,175 △101 

18 その他資産の増減額(△は増加)   △123 53 

19 仕入債務の増減額(△は減少)   1,434 △1,083 

20 その他負債の増減額(△は減少)   △332 391 

21 役員賞与   △50 △50 

22 保険解約返戻金   △225 ― 
23 その他   △33 △30 

小計   4,161 5,160 

24 利息及び配当金の受取額   171 231 
25 利息の支払額   △87 △90 
26 法人税等の支払額   △433 △2,146 

営業活動によるキャッシュ・フロー   3,812 3,154 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     
１ 定期預金の預入れ・払戻しによる増減額 
  (△は減少) 

  930 ― 

２ 有形・無形固定資産の取得による支出   △3,328 △2,505 

３ 有形・無形固定資産の売却による収入   613 296 

４ 投資有価証券の取得による支出   △466 △315 

５ 投資有価証券の売却による収入   459 711 

６ 連結子会社株式取得による支出   △578 ― 
７ その他投資にかかる収支   322 150 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △2,046 △1,662 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     
１ 短期借入れによる収入   2,720 1,570 

２ 短期借入金の返済による支出   △1,500 △2,160 

３ 長期借入れによる収入   60 ― 

４ 長期借入金の返済による支出   △23 △30 

５ 配当金の支払額   △907 △883 
６ 自己株式の取得による支出   △2,151 △983 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △1,801 △2,487 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   115 21 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(△は減少)   79 △974 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   8,143 8,223 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 8,223 7,249 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 (イ)連結子会社の数 12社 

   主要な連結子会社名は、「第１

企業の概況４ 関係会社の状況」

に記載しているため省略しており

ます。 

(イ)連結子会社の数 11社 

   主要な連結子会社名は、「第１

企業の概況４ 関係会社の状況」

に記載しているため省略しており

ます。 

   従来、連結子会社であった東京

オカモト販売㈱は、会社清算に伴

い当連結会計年度より連結の範囲

から除外しております。 

  (ロ)主要な非連結子会社名 

  ホンゴウサービス㈱ 

  Apollotex Co.,Ltd. 

Okamoto Rubber Products Co.,  

Ltd. 

Okamoto Vietnam Co.,Ltd. 

岡本化成国際貿易(深圳)有限公司 

岡本貿易(深圳)有限公司 

 なお、岡本化成国際貿易(深圳)

有限公司は平成17年７月19日、岡

本貿易(深圳)有限公司は平成17年

11月21日に設立しております。 

(ロ)主要な非連結子会社名 

  ホンゴウサービス㈱ 

  Apollotex Co.,Ltd. 

Okamoto Rubber Products Co.,  

Ltd. 

Okamoto Vietnam Co.,Ltd. 

岡本化成国際貿易(深圳)有限公司 

岡本貿易(深圳)有限公司 

  

  (ハ)非連結子会社について連結の範囲

から除いた理由 

   非連結子会社は、いずれも小規

模会社であり、合計の総資産、売

上高、当期純損益(持分に見合う

額)及び利益剰余金(持分に見合う

額)等は、いずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていないた

めであります。 

(ハ)非連結子会社について連結の範囲

から除いた理由 

   同左 

２ 持分法の適用に関する事

項 

(イ)持分法適用の非連結子会社数 

０社 

(イ)持分法適用の非連結子会社数 

０社 

  (ロ)持分法適用の関連会社数 １社 

  会社名 

  森川産業㈱ 

(ロ)持分法適用の関連会社数 １社 

  会社名 

  森川産業㈱ 

  (ハ)持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社のうち主要な会社等

の名称 

  ホンゴウサービス㈱ 

  Apollotex Co.,Ltd. 

Okamoto Rubber Products Co.,  

Ltd. 

  Okamoto Vietnam Co.,Ltd. 

  岡本化成国際貿易(深圳)有限公司 

  岡本貿易(深圳)有限公司 

  持分法を適用しない理由 

   持分法非適用会社は、それぞれ

当期純損益(持分に見合う額)及び

利益剰余金(持分に見合う額)等に

及ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため、持

分法の適用から除外しておりま

す。 

(ハ)持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社のうち主要な会社等

の名称 

  ホンゴウサービス㈱ 

  Apollotex Co.,Ltd. 

Okamoto Rubber Products Co.,  

Ltd. 

  Okamoto Vietnam Co.,Ltd. 

  岡本化成国際貿易(深圳)有限公司 

  岡本貿易(深圳)有限公司 

  持分法を適用しない理由 

   持分法非適用会社は、それぞれ

当期純損益(持分に見合う額)及び

利益剰余金(持分に見合う額)等に

及ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため、持

分法の適用から除外しておりま

す。 



  

  

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社のうち、岡本(香港)有限

公司、Okamoto  U.S.A.,  Inc.、Siam 

Okamoto Co., Ltd.の決算日は12月31

日であり、ボヌール販売㈱の決算日は

１月31日であります。４社とも連結決

算日との差異は３ヶ月以内であり、か

つ、その間における取引は、連結財務

諸表に重要な影響を与えていないた

め、事業年度の財務諸表を基礎として

連結を行っております。 

 また、イチジク製薬㈱については、

当連結会計年度より決算日を11月30日

から３月31日に変更しております。 

 なお、その他の連結子会社の事業年

度の末日は、連結決算日と一致してお

ります。 

 連結子会社のうち、岡本(香港)有限

公司、Okamoto  U.S.A.,  Inc.、Siam 

Okamoto Co., Ltd.の決算日は12月31

日であり、ボヌール販売㈱の決算日は

１月31日であります。４社とも連結決

算日との差異は３ヶ月以内であり、か

つ、その間における取引は、連結財務

諸表に重要な影響を与えていないた

め、事業年度の財務諸表を基礎として

連結を行っております。 

 なお、その他の連結子会社の事業年

度の末日は、連結決算日と一致してお

ります。 

４ 会計処理基準に関する事

項 

    

 (1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

(イ)有価証券 

  その他有価証券 

  時価のあるもの 

   連結決算期末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定) 

  時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

(イ)有価証券 

  その他有価証券 

  時価のあるもの 

   連結決算期末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定) 

  時価のないもの 

   同左 

  (ロ)たな卸資産 

  主として総平均法による低価法 

(ロ)たな卸資産 

   同左 

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

(イ)有形固定資産 

   親会社及び国内連結子会社は主

として定率法(ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建物(附

属設備を除く)は定額法)を採用

し、在外連結子会社は所在地国の

会計基準の規定に基づく償却方法

によっております。 

   なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。 

   建物及び構築物   ７～50年 

   機械装置及び運搬具 ４～10年 

(イ)有形固定資産 

   同左 

  (ロ)無形固定資産 

   定額法によっております。ただ

し、ソフトウェア(自社利用分)に

ついては、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法を採用

しております。 

   また、営業権については商法施

行規則に定める期間内での均等償

却を行っております。 

(ロ)無形固定資産 

   定額法によっております。ただ

し、ソフトウェア(自社利用分)に

ついては、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法を採用

しております。 

  



  

  

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 (3) 重要な引当金の計上基

準 

(イ)貸倒引当金 

   債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

(イ)貸倒引当金 

   同左 

  (ロ)賞与引当金 

   従業員に対する賞与の支給に備

えて、過去の実績に基づき支給見

込額を計上しております。 

(ロ)賞与引当金 

   同左 

  (ハ)退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。な

お、過去勤務債務については、そ

の発生額を一括償却しておりま

す。数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(５年)による定額法によ

り、翌連結会計年度から費用処理

しております。 

(ハ)退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。な

お、過去勤務債務については、そ

の発生額を一括償却しておりま

す。数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(５年)による定額法によ

り、翌連結会計年度から費用処理

しております。 

  (追加情報) 

   提出会社は、平成17年４月１日

に従来の退職一時金制度を改訂

し、ポイント制に基づく退職一時

金制度へ移行するとともに、確定

拠出年金制度を新設いたしまし

た。なお、ポイント制に基づく退

職一時金制度への移行により発生

した過去勤務債務の償却額365百

万円を特別損失に計上しておりま

す。 

  

  (ニ)役員退職慰労引当金 

   役員の退任による退職慰労金の

支給に備えるため、会社内規に基

づく期末要支給額を計上しており

ます。 

(ニ)役員退職慰労引当金 

   同左 

 (4) 重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

   同左 



  

  

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 (5) 重要なヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理によっておりま

す。為替予約が付されている外貨

建金銭債権債務については、振当

処理を行っております。 

   金利スワップについては、特例

処理の要件を満たしておりますの

で、特例処理を採用しておりま

す。 

① ヘッジ会計の方法 

   同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  (ヘッジ手段) 

   為替予約取引 

   金利スワップ取引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  (ヘッジ手段) 

   同左 

    (ヘッジ対象) 

   外貨建金銭債権債務 

   定期預金の利息 

   借入金の利息 

  (ヘッジ対象) 

   外貨建金銭債権債務 

   及び外貨建予定取引 

   定期預金の利息 

   借入金の利息 

  ③ ヘッジ方針 

   主として親会社は、基本的に通

常の営業取引の範囲内で、外貨建

金銭債権債務に係る為替相場の変

動リスクを回避する目的で為替予

約取引を行っております。また、

定期預金及び借入金の金利変動リ

スクを回避する目的で金利スワッ

プ取引を行っております。 

③ ヘッジ方針 

   同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

   為替予約の締結時に、リスク管

理方針に従って外貨建による為替

予約をそれぞれ振当てているた

め、その後の為替相場の変動によ

る相関関係は確保されており、そ

の判定をもって有効性の判定に代

えております。 

   金利スワップについては、特例

処理によっているため、有効性の

評価を省略しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

   為替予約については、ヘッジ手

段とヘッジ対象に関する重要な条

件が同一であり、ヘッジ開始以

降、継続して相場変動を完全に相

殺すると想定することができるた

め、ヘッジ手段とヘッジ対象に関

する重要な条件が同一であること

を確認することにより、有効性の

判定に代えております。 

   金利スワップについては、特例

処理によっているため、有効性の

評価を省略しております。 

 (6) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

    

   消費税等の会計処理  消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

   同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。 

   同左 



  

  

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却については、５

年間の均等償却を行っております。 

――――――― 

７ のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

―――――――  負ののれんの償却については、５年

間の均等償却を行っております。 

８ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 利益処分又は損失処理の取扱い方法

については、連結会計年度中に確定し

た利益処分又は損失処理に基づいてお

ります。 

――――――― 

９ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっておりま

す。 

   同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

――――――― 

  

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等) 

 当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

47,333百万円であります。 

 連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度にお

ける連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則により

作成しております。 

――――――― 

  

(自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等

の一部改正) 

 当連結会計年度から、改正後の「自己株式及び準備金

の額の減少等に関する会計基準」(企業会計基準委員会

終改正平成18年８月11日 企業会計基準第１号)及び

「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の

適用指針」(企業会計基準委員会 終改正平成18年８

月11日 企業会計基準適用指針第２号)を適用しており

ます。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度にお

ける連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則により

作成しております。 



表示方法の変更 

  

  

追加情報 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

――――――― 

  

(連結貸借対照表) 

 「連結調整勘定」は、当連結会計年度から「負ののれ

ん」として表示しております。 

  (連結損益計算書) 

 「連結調整勘定償却額」は、当連結会計年度から「負

ののれん償却額」として表示しております。 

 また、前連結会計年度において区分掲記しておりまし

た営業外費用の「売上割引」は、重要性が低下したこと

から「その他」(０百万円)に含めて表示しております。 

  (連結キャッシュ・フロー計算書) 

 「連結調整勘定償却額」は、当連結会計年度から「負

ののれん償却額」として表示しております。 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

――――――― 

  

 平成18年８月10日開催の取締役会において、下記のと

おり固定資産譲渡に関する決議を行い、同日譲渡契約の

締結を行っております。 

 (1) 譲渡予定資産の内容 

  ①所在地：東京都江戸川区平井７丁目 

  ②譲渡内容 

 (2) 譲渡予定日 

   当初、平成19年４月３日を譲渡予定日としており

ましたが、平成19年４月２日開示の通り、賃借人の

退去準備の遅れから、土壌調査・解体撤去工事等が

遅延し、数ヶ月ずれこむ事になりました。なお、今

後発生する可能性のある譲渡に係る費用は上記売却

益には含まれておりません。 

 (3) 損益に与える影響額 

   物件の引渡しが平成20年３月期になることから、

当連結会計年度における損益に及ぼす影響は軽微で

あります。 

所有者 帳簿価格 譲渡価格 売却益 

提出会社 595百万円 1,370百万円 774百万円 

オカモト
通商㈱ 

113 254 141 

合計 709百万円 1,624百万円 915百万円 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 40,604百万円 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 42,401百万円

※２ (担保資産) 

 (1) 土地31百万円(帳簿価額)は退職金負担額879百万

円(固定負債その他のうち659百万円、流動負債その

他のうち219百万円)の担保に供しております。 

※２ (担保資産) 

 (1) 土地31百万円(帳簿価額)は退職金負担額659百万

円(固定負債その他のうち439百万円、流動負債その

他のうち219百万円)の担保に供しております。 

 (2) 土地22百万円＜US$200,100＞(帳簿価額)及び建物

８百万円＜US$73,493＞(帳簿価額)は営業用資産の

取得にかかる借入金21百万円＜US$183,500＞(長期

借入金20百万円、短期借入金０百万円)の担保に供

しております。 

 (2) 土地23百万円＜US$200,100＞(帳簿価額)及び建物

21百万円＜US$178,360＞(帳簿価額)は営業用資産の

取得にかかる借入金21百万円＜US$169,781＞(長期

借入金20百万円、短期借入金０百万円)の担保に供

しております。 

※３ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。 

  投資有価証券(株式) 552百万円

  その他(出資金) 19百万円

※３ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。 

 投資有価証券(株式) 671百万円

 その他(出資金) 19百万円

４ 受取手形割引高 250百万円

    ――― 

４ 受取手形割引高 225百万円

 受取手形裏書譲渡高 13百万円

※５ 当社の発行済株式総数は、普通株式125,196,839

株であります。 

――――――― 

※６ (自己株式の保有数) 

   連結会社及び持分法を適用した関連会社が保有す

る連結財務諸表提出会社の株式の数は、以下のとお

りであります。 

   普通株式   6,275,028株 

――――――― 

※７ ヘッジ手段に係る評価差額は、純額で繰延ヘッジ

利益として計上しております。なお、上記相殺前の

繰延ヘッジ損失の総額は０百万円、繰延ヘッジ利益

の総額は４百万円であります。 

――――――― 

――――――― ※８ 期末日満期手形の会計処理については、満期日に

決済が行われたものとして処理しております。 

   なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であ

ったため、次の期末日満期手形を満期日に決済が行

われたものとして処理しております。 

   受取手形 876百万円

   支払手形 194百万円



(連結損益計算書関係) 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１  売上原価に算入された低価基準によるたな卸資

産評価損は、92百万円であります。 

※１  売上原価に算入された低価基準によるたな卸資

産評価損は、50百万円であります。 

※２ 固定資産売却益の内訳 

  土地 504百万円

  その他 1 

  計 505百万円

※２ 固定資産売却益の内訳 

  土地 69百万円

  建物及び構築物 69 

  その他 1 

  計 139百万円

※３ 固定資産除却売却損の内訳 

  建物及び構築物 16百万円

  機械装置及び運搬具 31 

  土地 25 

  その他 4 

  計 78百万円

※３ 固定資産除却売却損の内訳 

  建物及び構築物 4百万円

  機械装置及び運搬具 15 

  土地 12 

  その他 34 

  計 67百万円

※４ 減損損失 

    当連結会計年度において、当社グループは以下

の資産について減損損失を計上しております。 

   (経緯) 

    当社グループは、保養所に関しては売却の決定

及び購入者との契約を締結した時点において、使

用範囲又は方法について回収可能価額を著しく低

下させる変化が生じた事を認識し、また、事業用

資産については、稼働率の低下が生じている、あ

るいは見込みであるため、当該各資産の帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損

失(47百万円)として特別損失に計上しておりま

す。 

   (減損損失の内訳) 

    減損損失の内訳は、建物及び構築物42百万円、

その他４百万円であります。 

   (グルーピングの方法) 

    当社グループは、主に継続的に収支の把握を行

っている管理計算上の区分別(製品群別)に資産を

グルーピングしております。ただし、賃貸不動産

及び遊休資産については、個別物件毎に概ね独立

したキャッシュ・フローを生み出す 小の単位と

してグルーピングをしております。 

   (回収可能価額の算定方法等) 

    当該資産の建物及び構築物、その他資産の回収

可能価額は正味売却価額により算定し、時価は売

却契約に基づく売却額を使用しております。 

用途 種類 場所 

保養所 建物 千葉県長生郡一宮町 

事業用資産 建物 東京都葛飾区 

事業用資産 建物 千葉県千葉市 

事業用資産 建物 千葉県船橋市 

事業用資産 建物 神奈川県相模原市 

事業用資産 建物及び 
構築物 千葉県八千代市 

事業用資産 建物及び 
構築物 千葉県富里市 

事業用資産 
建物及び 
工具器具 

備品 
千葉県匝瑳市 

事業用資産 
建物及び 
工具器具 

備品 
埼玉県深谷市 

※４ 減損損失 

    当連結会計年度において、当社グループは以下

の資産について減損損失を計上しております。 

   (経緯) 

    当社グループは、事業用資産については、稼働

率の低下が生じている、あるいは見込みであるた

め、当該各資産の帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失(80百万円)として特

別損失に計上しております。 

   (減損損失の内訳) 

    減損損失の内訳は、建物及び構築物０百万円、

リース資産41百万円、その他38百万円でありま

す。 

   (グルーピングの方法) 

    当社グループは、主に継続的に収支の把握を行

っている管理計算上の区分別(製品群別)に資産を

グルーピングしております。ただし、賃貸不動産

及び遊休資産については、個別物件毎に概ね独立

したキャッシュ・フローを生み出す 小の単位と

してグルーピングをしております。 

   (回収可能価額の算定方法等) 

    当該資産の建物及び構築物、リース資産、その

他資産の回収可能価額は正味売却価額により算定

しております。 

用途 種類 場所 

事業用資産 

建物、
構築物、
工具器具
備品及び
ソフトウ

ェア 

東京都(足立区・世田谷区 

・葛飾区・江戸川区) 

事業用資産 
建物、

構築物及
び工具器
具備品 

千葉県(松戸市・東金市・

成田市・八千代市・市川

市・浦安市・銚子市) 

事業用資産 建物及び
構築物 

埼玉県(春日部市・越谷市 

・川越市・本庄市・北本

市・さいたま市) 

※５  一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費は、842百万円であります。 

※５  一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費は、846百万円であります。 



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
(変動事由の概要) 

 減少数の内訳は、次の通りであります。 

  自己株式の消却による減少   2,000,000株 
  

２ 自己株式に関する事項 

  
(変動事由の概要) 

 増加数の内訳は、次の通りであります。 

  主に市場買付による増加    2,194,000株 

 減少数の内訳は、次の通りであります。 

  自己株式の消却による減少   2,000,000株 
  

３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 125,196,839 ― 2,000,000 123,196,839 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 6,275,028 2,240,955 2,000,000 6,515,983 

単元未満株式の買取りによる増加 46,557株 

持分法適用会社が取得した 
自己株式(当社株式)の当社帰属分 398株 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 446 3.75 平成18年３月31日 平成18年６月29日 

平成18年11月17日 
取締役会 

普通株式 440 3.75 平成18年９月30日 平成18年12月11日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 438 3.75 平成19年３月31日 平成19年６月28日

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 8,328百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △105 

現金及び現金同等物 8,223百万円

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 7,354百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △105 

現金及び現金同等物 7,249百万円

 ２ 重要な非資金取引の内容 

 平成17年10月１日に連結子会社であるイチジク

製薬㈱を株式交換により完全子会社としました。 

 これにより増加した資本剰余金は83百万円であ

り、代用株式として交付した自己株式は370百万

円であります。 

――――――― 



(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  

    
機械及 
び装置 
(百万円) 

  その他
(工具器具 
備品等) 
(百万円) 

  
合計 

(百万円) 

取得価額 
相当額 

  49 
 

137   186

減価償却 
累計額 
相当額 

  41 
 

98   140

期末残高 
相当額 

  7 
 

38   45

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

機械及
び装置 
(百万円) 

その他
(工具器具 
備品等) 
(百万円) 

  
合計 

(百万円) 

取得価額
相当額 

5 160   166 

減価償却
累計額 
相当額 

2 73   75 

減損損失
累計額 
相当額 

― 41   41 

期末残高
相当額 

3 45   48 

 (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

 (注) 同左 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 27百万円
１年超 18 

合計 45百万円

② 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定期末残高 

 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 30百万円
１年超 60 

合計 90百万円

リース資産減損勘定期末残高 41百万円

 (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。 

 (注) 同左 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 58百万円

減価償却費相当額 58百万円

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 43百万円

リース資産減損勘定の取崩額 ―百万円

減価償却費相当額 43百万円

減損損失 41百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 



(有価証券関係) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

前連結会計年度(平成18年３月31日現在) 

該当事項はありません。 
  

当連結会計年度(平成19年３月31日現在) 

該当事項はありません。 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 
  

  

３ 前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 
  

  

４ 時価評価されていない主な有価証券 
  

  

５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 
  

  
次へ 

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成19年３月31日) 

取得原価 
(百万円) 

連結貸借対
照表計上額
(百万円) 

差額
(百万円) 

取得原価
(百万円) 

連結貸借対
照表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額 
が取得原価を超えるもの 

    

  株式 4,445 24,586 20,141 4,874 24,010 19,136

小計 4,445 24,586 20,141 4,874 24,010 19,136

連結貸借対照表計上額 
が取得原価を超えないもの 

    

  株式 20 15 △4 14 11 △3

小計 20 15 △4 14 11 △3

合計 4,465 24,602 20,136 4,888 24,021 19,133

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

売却額    (百万円) 459 711 

売却益の合計額(百万円) 342 179 

売却損の合計額(百万円) 0 0 

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成19年３月31日) 

連結貸借対照表計上額(百万円) 連結貸借対照表計上額(百万円) 

(1) その他有価証券   

 ① 非上場株式 924 180 

 ② 非上場内国債券 12 12 

合計 936 192 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１年超５年以内(百万円) １年超５年以内(百万円) 

(1) 債券   

   社債 12 12 

合計 12 12 



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(1) 取引の内容 

  利用しているデリバティブ取引は、通貨関連では為

替予約取引、金利関連では金利スワップ取引でありま

す。 

(1) 取引の内容 

    同左 

(2) 取引に対する取組方針 

  デリバティブ取引は、将来の為替及び金利変動によ

るリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わ

ない方針であります。 

(2) 取引に対する取組方針 

    同左 

(3) 取引の利用目的 

  デリバティブ取引は、通貨関連では外貨建金銭債権

債務の為替変動リスクを回避し、安定的な利益の確保

を図る目的で、また金利関連では預金金利及び借入金

利の将来の金利市場における利率上昇による変動リス

クを回避する目的で利用しております。 

  なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

(3) 取引の利用目的 

    同左 

 ① ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理によっております。為替予約が付

されている外貨建金銭債権債務については、振当処

理を行っております。金利スワップ取引について

は、特例処理の要件を満たしておりますので、特例

処理を採用しております。 

 ① ヘッジ会計の方法 

    同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

(ヘッジ手段) (ヘッジ対象) 

 為替予約取引  外貨建金銭債権債務 

 金利スワップ取引  定期預金の利息 

   借入金の利息 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

(ヘッジ手段) (ヘッジ対象) 

 為替予約取引 

 金利スワップ取引 

 外貨建金銭債権 

 債務及び外貨建 

   予定取引 

   定期預金の利息 

   借入金の利息 

 ③ ヘッジ方針 

   主として親会社は、基本的に通常の営業取引の範

囲内で、外貨建金銭債権債務に係る為替相場の変動

リスクを回避する目的で為替予約取引を行っており

ます。また、定期預金及び借入金の金利変動リスク

を回避する目的で金利スワップ取引を行っておりま

す。 

 ③ ヘッジ方針 

    同左 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

   為替予約の締結時にリスク管理方針に従って外貨

建による為替予約をそれぞれ振当てているため、そ

の後の為替相場の変動による相関関係は確保されて

おり、その判定をもって有効性の判定に代えており

ます。 

   金利スワップについては、特例処理によっている

ため、有効性の評価を省略しております。 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

   為替予約については、ヘッジ手段とヘッジ対象に

関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始以降、

継続して相場変動を完全に相殺すると想定すること

ができるため、ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重

要な条件が同一であることを確認することにより、

有効性の判定に代えております。 

   金利スワップについては、特例処理によっている

ため、有効性の評価を省略しております。 



  

  

  

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度(平成18年３月31日) 

ヘッジ会計を採用しておりますので、記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(平成19年３月31日) 

ヘッジ会計を採用しておりますので、記載を省略しております。 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(4) 取引に係るリスクの内容 

  為替予約取引は為替相場の変動リスクを、金利スワ

ップ取引は市場金利の変動によるリスクを有しており

ます。 

  なお、取引相手先は高格付けを有する金融機関に限

定しているため信用リスクは殆どないと認識しており

ます。 

(4) 取引に係るリスクの内容 

   同左 

  

  

  

(5) 取引に係るリスク管理体制 

  デリバティブ取引の執行・管理については、取引権

限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、為替

予約取引については海外取引担当部門が、金利スワッ

プ取引については財務担当部門が決裁担当者の承認を

得て行っております。 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

   同左 



(退職給付関係) 

  

  

次へ 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制

度を設けております。また、平成17年４月１日に従来

の退職一時金制度を改訂し、ポイント制に基づく退職

一時金制度へ移行するとともに、確定拠出年金制度を

新設いたしました。 

  国内連結子会社は、確定給付型の制度として、適格

退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制

度を設けております。また、ポイント制に基づく退職

一時金制度と確定拠出年金制度を設けております。 

  国内連結子会社は、確定給付型の制度として、適格

退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。 

２ 退職給付債務に関する事項(平成18年３月31日) 

  

  

(注) 連結子会社は退職給付債務の算定にあたり、簡便
法を採用しております。 

① 退職給付債務 △4,085百万円

② 年金資産 1,308 

③ 未積立退職給付債務 (①＋②) △2,776百万円

④ 未認識数理計算上の差異 △229 

⑤ 連結貸借対照表計上額純額 
  (③＋④) 

△3,006百万円

⑥ 前払年金費用 3 

⑦ 退職給付引当金(⑤－⑥) △3,009百万円

２ 退職給付債務に関する事項(平成19年３月31日) 

  

  

(注) 同左 

① 退職給付債務 △4,427百万円

② 年金資産 1,602 

③ 未積立退職給付債務 (①＋②) △2,824百万円

④ 未認識数理計算上の差異 △76 

⑤ 連結貸借対照表計上額純額
  (③＋④) 

△2,901百万円

⑥ 前払年金費用 ― 

⑦ 退職給付引当金(⑤＋⑥) △2,901百万円

３ 退職給付費用に関する事項 

    (自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  

(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用
は、「①勤務費用」に含めて記載しております。 

① 勤務費用 226百万円

② 利息費用 72 

③ 期待運用収益 △26 

④ 数理計算上の差異の費用処理額 △23 

⑤ 確定拠出年金拠出額 55 

⑥ 退職給付制度改訂損 365 

⑦ 退職給付費用 
   (①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥) 

668百万円

３ 退職給付費用に関する事項 

    (自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

  

(注) 同左 

① 勤務費用 269百万円

② 利息費用 75 

③ 期待運用収益 △26 

④ 数理計算上の差異の費用処理額 △49 

⑤ 確定拠出年金拠出額 58 

⑥ 退職給付費用
   (①＋②＋③＋④＋⑤) 

327百万円

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

② 割引率 2.0％ 

③ 期待運用収益率 2.0％ 

④ 数理計算上の差異の処理年数 ５年 

  

(発生時の従業
員の平均残存勤
務期間以内の一
定の年数による
定額法により、
翌連結会計年度
から費用処理す
ることとしてお
ります。) 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

② 割引率 2.0％ 

③ 期待運用収益率 2.0％ 

④ 数理計算上の差異の処理年数 ５年 

(発生時の従業
員の平均残存勤
務期間以内の一
定の年数による
定額法により、
翌連結会計年度
から費用処理す
ることとしてお
ります。) 



(ストック・オプション等関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストック・オプションの内容 

  

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

  

② 単価情報 

  

会社名 提出会社 

決議年月日 平成17年６月29日 

付与対象者の区分及び人数(名) 
当社取締役 16  当社監査役 ４  当社従業員 958 

当社子会社の取締役 10 

株式の種類及び付与数(株) 普通株式 2,470,000 

付与日 平成17年８月30日 

権利確定条件 

新株予約権の割当を受けた者は、当社または連結子会社の取締役、

監査役もしくは従業員のいずれの地位をも喪失した場合には、行使

することができないものとする。ただし、任期満了による退任、定

年または会社都合による退職、その他正当な事由のある場合はこの

限りでない。 

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 

権利行使期間 平成19年７月１日～平成23年６月30日 

会社名 提出会社 

決議年月日 平成17年６月29日 

権利確定前  

期首(株) 2,414,000

付与(株) ―

失効(株) 126,000

権利確定(株) ―

未確定残(株) 2,288,000

権利確定後  

期首(株) ―

権利確定(株) ―

権利行使(株) ―

失効(株) ―

未行使残(株) ―

会社名 提出会社 

決議年月日 平成17年６月29日 

権利行使価格(円) 427

行使時平均株価(円) ―

公正な評価単価(付与日) (円) ―



(税効果会計関係) 

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(平成19年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

  ① 流動の部   

   (繰延税金資産)   

    賞与引当金 325百万円

    賞与引当金に係る法定福利費 36 

    製品評価損 9 

    未実現たな卸資産売却益に 
  係る調整額 

80 

    未払法人事業税等 138 

    その他 7 

     小計 598百万円

    評価性引当金 △22百万円

     計 575百万円

   (繰延税金負債)   

    債権債務の相殺に伴う 
  貸倒引当金調整額 

△8百万円

    未実現たな卸資産売却益に 
  係る調整額 

― 

     計 △8百万円

   繰延税金資産(流動)純額 567百万円

  ② 固定の部 

   (繰延税金資産) 

    退職給付引当金 1,558百万円

    役員退職慰労引当金 213 

    減価償却費 462 

    貸倒引当金 13 

    有価証券評価損 54 

    ゴルフ会員権評価損 48 

    減損損失 145 

    仕入債務 22 

    繰越欠損金 135 

    その他 56 

     小計 2,711百万円

    評価性引当金 △275百万円

     計 2,435百万円

   (繰延税金負債) 

    債権債務の相殺に伴う 
  貸倒引当金調整額 

△0百万円

    固定資産圧縮積立金 △232 

    子会社新規取得に伴う 
  土地評価差額金 

△160 

    その他有価証券評価差額金 △8,155 

     計 △8,547百万円

   繰延税金負債(固定)純額 △6,112百万円

(注) 繰延税金資産及び繰延税金負債の純額は、連結貸
借対照表の以下の項目に含まれております。 

     流動資産－繰延税金資産 568百万円

     固定資産－繰延税金資産 15百万円

     流動負債－繰延税金負債 0百万円

     固定負債－繰延税金負債 6,128百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  ① 流動の部   

  (繰延税金資産)   

   賞与引当金 319百万円

   賞与引当金に係る法定福利費 37 

   製品評価損 36 

   未実現たな卸資産売却益に
  係る調整額 

82 

   未払法人事業税等 67 

   その他 19 

    小計 562百万円

   評価性引当金 △38百万円

    計 523百万円

  (繰延税金負債)   

   債権債務の相殺に伴う
  貸倒引当金調整額 

△18百万円

   繰延ヘッジ損益 △1 

    計 △19百万円

  繰延税金資産(流動)純額 504百万円

  ② 固定の部   

  (繰延税金資産)   

   退職給付引当金 1,472百万円

   役員退職慰労引当金 231 

   減価償却費 389 

   貸倒引当金 74 

   有価証券評価損 9 

   ゴルフ会員権評価損 32 

   減損損失 96 

   仕入債務 18 

   繰越欠損金 304 

   その他 34 

    小計 2,663百万円

   評価性引当金 △633百万円

    計 2,030百万円

  (繰延税金負債)   

   債権債務の相殺に伴う
  貸倒引当金調整額 

△2百万円

   固定資産圧縮積立金 △263 

   子会社新規取得に伴う
  土地評価差額金 

△160 

   その他有価証券評価差額金 △7,704 

   その他 △1 

    計 △8,132百万円

  繰延税金負債(固定)純額 △6,102百万円

(注) 繰延税金資産及び繰延税金負債の純額は、連結貸
借対照表の以下の項目に含まれております。 

    流動資産－繰延税金資産 504百万円

    固定資産－繰延税金資産 44百万円

    流動負債－繰延税金負債 0百万円

    固定負債－繰延税金負債 6,147百万円



  

  

前へ     

前連結会計年度
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(平成19年３月31日) 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下である

ため注記を省略しております。 
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.5％ 

(調整)   

海外連結子会社の税率差異 △0.4％ 

住民税均等割等 0.7％ 

交際費等永久に損金算入
されない項目 

1.7％ 

受取配当金等永久に益金算入
されない項目 

△1.6％ 

税務上の株式譲渡損失等 △22.3％ 

評価性引当金増減 12.3％ 

その他 △0.8％ 

税効果会計適用後の
法人税等の負担率 

30.1％ 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
  

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

  
産業用 
製品事業 
(百万円) 

生活用品
事業 

(百万円) 

その他事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

  売上高     

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

36,535 39,133 392 76,061 ― 76,061

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

2 632 795 1,430 (1,430) ―

計 36,537 39,765 1,188 77,491 (1,430) 76,061

  営業費用 34,191 38,610 1,211 74,014 (1,392) 72,621

  営業利益又は 
  営業損失(△) 

2,345 1,155 △23 3,477 (38) 3,439

Ⅱ 資産、減価償却費、 
  減損損失及び資本的支出 

    

  資産 24,978 32,357 1,715 59,050 30,663 89,713

  減価償却費 1,076 934 34 2,045 35 2,080

  減損損失 ― 47 ― 47 ― 47

  資本的支出 1,853 2,099 171 4,124 (86) 4,038

  
産業用 
製品事業 
(百万円) 

生活用品
事業 

(百万円) 

その他事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

  売上高     

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

38,496 36,980 318 75,794 ― 75,794

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

2 698 808 1,509 (1,509) ―

計 38,498 37,678 1,126 77,303 (1,509) 75,794

  営業費用 35,094 36,853 1,146 73,094 (250) 72,843

  営業利益又は 
  営業損失(△) 

3,404 825 △19 4,209 (1,258) 2,950

Ⅱ 資産、減価償却費、 
  減損損失及び資本的支出 

    

  資産 26,171 27,945 1,887 56,004 30,758 86,763

  減価償却費 1,194 988 30 2,212 32 2,245

  減損損失 ― 80 ― 80 ― 80

  資本的支出 1,662 578 1 2,242 101 2,343



(注) １ 事業区分の方法 
 当社の事業区分の方法は、需要家向け製品の事業としての産業用製品事業と消費者向け製品の事業としての生活用品事
業及びその他事業にセグメンテーションしております。 

２ 各事業区分の主要製品 
  

３  営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(1,234百万円)の主なものは、親会社の管理部門に係
る費用であります。 

４  前連結会計年度及び当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計
年度30,663百万円、当連結会計年度30,758百万円であります。その主なものは、親会社での余資運用資金(現金及び有価
証券)、長期投資資金(投資有価証券)、賃貸用不動産及び管理部門に係る資産等であります。 

５  減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。 
６ 営業費用の配賦方法の変更 

 従来、営業費用の配賦方法につきましては、提出会社の本社管理部門に係る費用もすべて各セグメントに配賦しており
ましたが、当連結会計年度より各セグメントに配賦せず「消去又は全社」に表示することとしました。この変更は、事業
再編に伴い営業費用の配賦方法を見直した結果、各セグメントに配賦する合理的な配賦基準が見出せない提出会社の管理
部門に係る費用を配賦不能営業費用とすることにより、セグメントの業績をより適切に表示するためのものであります。
 この変更により、従来の方法によった場合と比較して、当連結会計年度の「産業用製品事業」の営業費用が639百万円
減少し、営業利益が同額増加しており、「生活用品事業」については、営業費用が594百万円減少し、営業利益が同額増
加しております。また、「消去又は全社」の区分の営業費用が1,234百万円増加しております。 
 なお、前連結会計年度において当連結会計年度の配賦方法によった場合の事業の種類別セグメント情報は、次のとおり
であります。 

  
前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

  

事業 
区分 

売上区分 主要製品

産業用製品事業 

プラスチックフィルム プラスチックフィルム、農業用フィルム 

建装・産業資材 
ビニルレザー、壁紙、ポリプロピレンシート、自動車内装
材及び部品、布・クラフトテープ、工業用テープ、フレキ
シブルコンテナー 

生活用品事業 

シューズ 
スポーツカジュアル靴、高級皮革スポーツ靴、高級皮革カ
ジュアル靴、高級紳士靴、ブーツ 

医療・日用品 
コンドーム、使い捨てカイロ、炊事手袋、作業手袋、福祉
用品、健康用品、食品用ラップ、食品衛生関連製品、チュ
ーブ、除湿剤、医薬品、入浴剤、殺虫剤、消臭剤 

衣料・スポーツ用品 レジャー用品、雨衣、自転車、自動車用タイヤチェーン 

その他事業 その他 倉庫管理、運送、プラント、油類

  
産業用製品 

事業 
(百万円) 

生活用品事業
(百万円) 

その他事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

  売上高     

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

36,535 39,133 392 76,061 ― 76,061

 (2) セグメント間の 
   内部売上高又は振替高 

2 632 795 1,430 (1,430) ―

計 36,537 39,765 1,188 77,491 (1,430) 76,061

  営業費用 33,502 37,896 1,211 72,610 11 72,621

  営業利益又は 
  営業損失(△) 

3,035 1,869 △23 4,881 (1,442) 3,439

Ⅱ 資産、減価償却費、 
  減損損失及び資本的支出 

  資産 

  
  

24,978 

  

32,357 

  

1,715 

  

59,050 

  
  

30,663 

  

89,713 

  減価償却費 1,076 934 34 2,045 35 2,080

  減損損失 ― 47 ― 47 ― 47

  資本的支出 1,853 2,099 171 4,124 (86) 4,038



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米……アメリカ合衆国 

(2) アジア…中国、タイ 

３  営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(1,234百万円)の主なものは、親会社の管理部門に係

る費用であります。 

４  前連結会計年度及び当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計

年度29,241百万円、当連結会計年度29,055百万円であります。その主なものは、親会社での余資運用資金(現金及び有価

証券)、長期投資資金(投資有価証券)、賃貸用不動産及び管理部門に係る資産等であります。 

  
日本 

(百万円) 
北米

(百万円) 
アジア
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

  売上高     

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

70,897 4,156 1,007 76,061 ― 76,061

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

3,050 6 4,673 7,730 (7,730) ―

計 73,948 4,163 5,680 83,792 (7,730) 76,061

  営業費用 70,565 4,099 5,642 80,307 (7,685) 72,621

  営業利益 3,383 63 38 3,484 (45) 3,439

Ⅱ 資産 57,495 1,706 1,270 60,472 29,241 89,713

  
日本 

(百万円) 
北米

(百万円) 
アジア
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

  売上高     

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

69,559 4,467 1,767 75,794 ― 75,794

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

3,822 8 2,922 6,753 (6,753) ―

   計 73,382 4,476 4,689 82,548 (6,753) 75,794

  営業費用 69,301 4,424 4,675 78,401 (5,557) 72,843

  営業利益 4,080 51 14 4,146 (1,195) 2,950

Ⅱ 資産 54,247 2,035 1,425 57,707 29,055 86,763



５ 営業費用の配賦方法の変更 

 従来、営業費用の配賦方法につきましては、提出会社の本社管理部門に係る費用もすべて各セグメントに配賦しており

ましたが、当連結会計年度より各セグメントに配賦せず「消去又は全社」に表示することとしました。この変更は、事業

再編に伴い営業費用の配賦方法を見直した結果、各セグメントに配賦する合理的な配賦基準が見出せない提出会社の管理

部門に係る費用を配賦不能営業費用とすることにより、セグメントの業績をより適切に表示するためのものであります。

 この変更により、従来の方法によった場合と比較して、当連結会計年度の「日本」の営業費用が1,234百万円減少し、

営業利益が同額増加しております。また、「消去又は全社」の区分の営業費用が1,234百万円増加しております。 

 なお、前連結会計年度において当連結会計年度の配賦方法によった場合の所在地別セグメント情報は、次のとおりであ

ります。 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

  

  
日本 

(百万円) 
北米

(百万円) 
アジア
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

  売上高     

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

70,897 4,156 1,007 76,061 ― 76,061

 (2) セグメント間の 
   内部売上高又は振替高 

3,050 6 4,673 7,730 (7,730) ―

   計 73,948 4,163 5,680 83,792 (7,730) 76,061

  営業費用 69,161 4,099 5,642 78,903 (6,281) 72,621

  営業利益 4,787 63 38 4,888 (1,449) 3,439

Ⅱ 資産 57,495 1,706 1,270 60,472 29,241 89,713



【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米………アメリカ合衆国 

(2) アジア………中国、タイ、韓国 

(3) その他地域………スウェーデン、スペイン 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

(1) 子会社等 

  

(注) １ 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

 当社製品の販売については、一般取引条件と同様に決定しております。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

(1) 子会社等 

  

(注) １ 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

 当社製品の販売については、一般取引条件と同様に決定しております。 

  

  北米 アジア その他地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 5,347 2,917 84 8,349

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― 75,794

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

7.1 3.8 0.1 11.0

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金 
又は 

出資金 
(百万円) 

事業の 
内容又 
は職業 

議決権等の所有
(被所有)割合 

(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 

事業上の
関係 

関連 
会社 森川産業㈱ 東京都 

千代田区 109 卸売業 

(所有) 
 直接18.17 
 間接 2.27 
(被所有) 
   0.55 

兼任１名
当社製品
の販売 

当社医療・
日用品関連
製品の販売

2,405 売掛金 1,624

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金 
又は 

出資金 
(百万円) 

事業の 
内容又 
は職業 

議決権等の所有
(被所有)割合 

(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 

事業上の
関係 

関連 
会社 森川産業㈱ 東京都 

千代田区 109 卸売業 

(所有) 
 直接18.17 
 間接 2.27 
(被所有) 
   0.56 

兼任１名
当社製品
の販売 

当社医療・
日用品関連
製品の販売

2,153 売掛金 1,393



 (企業結合等関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

 (１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 397.49円 １株当たり純資産額 405.68円

１株当たり当期純利益 21.20円 １株当たり当期純利益 20.27円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

21.17円
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

20.26円

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり当期純利益  

 連結損益計算書上の 
 当期純利益(百万円) 

2,603 2,384

 普通株主に帰属しない金額 
 (百万円) 

50 ―

  (うち利益処分による 
  役員賞与金) 

(50) (―)

 普通株式に係る当期純利益 
 (百万円) 

2,553 2,384

 普通株式の期中平均株式数(千株) 120,460 117,625

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益 

 

 当期純利益調整額(百万円) ― ―

 普通株式増加数(千株) 133 49

  (うち新株予約権) (133) (49)

希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり当期純利益の算
定に含まれなかった潜在株式の概要 

―― ―― 



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については、借入金期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりであります。

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 
  

  

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率(％) 返済期限 

短期借入金 1,220 579 2.69 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 30 5,008 1.62 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。) 

5,028 20 11.5 平成31．２．１ 

合計 6,279 5,608 ― ― 

  
１年超２年以内 

(百万円) 
２年超３年以内

(百万円) 
３年超４年以内

(百万円) 
４年超５年以内 

(百万円) 

長期借入金 0 1 1 1



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産      

１ 現金及び預金   3,096 4,223  

２ 受取手形 ※７   6,361 5,979  

３ 売掛金   18,227 17,506  

４ 商品   2,854 2,022  

５ 製品   3,285 3,913  

６ 原材料   895 848  

７ 仕掛品   1,082 1,075  

８ 貯蔵品   176 159  

９ 前払費用   60 45  

10 短期貸付金   192 164  

11 未収入金   221 315  

12 未収法人税等   ― 378  

13 繰延税金資産   471 400  

14 その他 ※６   177 162  

15 貸倒引当金   △85 △188  

流動資産合計   37,019 41.6 37,005 43.0

Ⅱ 固定資産      

１ 有形固定資産      

(1) 建物 ※２   5,167 5,210  

(2) 構築物 ※２   835 792  

(3) 機械及び装置 ※２   6,027 6,250  

(4) 車両運搬具 ※２   25 18  

(5) 工具器具備品 ※２   406 394  

(6) 土地 ※１   7,988 7,931  

(7) 建設仮勘定   112 210  

有形固定資産合計   20,564 23.1 20,809 24.2

２ 無形固定資産      

(1) 営業権   643 ―  

(2) のれん   ― 478  

(3) 工業所有権   35 30  

(4) ソフトウェア   8 7  

(5) 電話加入権   25 25  

(6) 施設利用権   3 2  

無形固定資産合計   716 0.8 545 0.6



  

  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

３ 投資その他の資産        

(1) 投資有価証券   25,455 24,123  

(2) 関係会社株式   4,616 2,385  

(3) 出資金   272 218  

(4) 長期貸付金   194 109  

(5) 長期前払費用   220 190  

(6) 破産更生債権等   247 593  

(7) その他   93 738  

(8) 貸倒引当金   △321 △671  

投資その他の資産合計   30,778 34.5 27,688 32.2

固定資産合計   52,059 58.4 49,043 57.0

資産合計   89,078 100.0 86,049 100.0

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債      

１ 支払手形 ※７   5,229 4,302  

２ 買掛金   10,966 10,763  

３ 短期借入金   700 5,000  

４ 未払金 ※１   558 494  

５ 未払法人税等   1,535 157  

６ 未払費用   1,607 1,931  

７ 預り金   293 239  

８ 賞与引当金   711 703  

９ 設備関係支払手形   1,199 1,112  

10 その他 ※６   90 408  

流動負債合計   22,892 25.7 25,113 29.2



  

  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

Ⅱ 固定負債      

１ 長期借入金   5,000 ―  

２ 長期未払金 ※１   1,496 1,257  

３ 繰延税金負債   8,134 7,925  

４ 退職給付引当金   2,894 2,724  

５ 役員退職慰労引当金   508 545  

６ その他   105 118  

固定負債合計   18,139 20.4 12,571 14.6

負債合計   41,032 46.1 37,685 43.8

(資本の部)      

Ⅰ 資本金 ※３   13,047 14.6 ― ―

Ⅱ 資本剰余金      

１ 資本準備金   3,448 ―  

２ その他資本剰余金      

資本準備金減少差益   2,000 ―  

資本剰余金合計   5,448 6.1 ― ―

Ⅲ 利益剰余金      

１ 利益準備金   2,864 ―  

２ 任意積立金      

(1) 固定資産圧縮積立金 333 ―    

(2) 別途積立金 15,285 15,618 ― ―  

３ 当期未処分利益   1,295 ―  

利益剰余金合計   19,778 22.2 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※５   11,973 13.5 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※４   △2,202 △2.5 ― ―

資本合計   48,045 53.9 ― ―

負債資本合計   89,078 100.0 ― ―



  
  

前事業年度
(平成18年３月31日) 

当事業年度 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金           13,047 15.2 

２ 資本剰余金               

(1) 資本準備金         3,448     

(2) その他資本剰余金         1,239     

資本剰余金合計           4,688 5.4 

３ 利益剰余金               

(1) 利益準備金         2,864     

(2) その他利益剰余金               

固定資産圧縮積立金         203     

別途積立金         15,285     

繰越利益剰余金         3,279     

利益剰余金合計           21,632 25.1 

４ 自己株式           △2,426 △2.8 

株主資本合計           36,942 42.9 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１ その他有価証券評価 
  差額金 

        11,420 13.3 

２ 繰延ヘッジ損益           1 0.0 

評価・換算差額等合計           11,422 13.3 

純資産合計           48,364 56.2 

負債純資産合計           86,049 100.0 

       



② 【損益計算書】 

  

  

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     

１ 製品売上高 41,443 44,971   

２ 商品売上高 23,462 64,905 100.0 20,299 65,271 100.0

Ⅱ 売上原価     

１ 期首商品たな卸高 2,786 2,854   

２ 期首製品たな卸高 2,755 3,285   

３ 当期製品製造原価 ※５ 32,753 36,512   

４ 当期商品仕入高 19,172 15,683   

合計 57,468 58,337   

５ 他勘定振替高 ※１ 376 283   

６ 期末商品たな卸高 ※２ 2,854 2,022   

７ 期末製品たな卸高 ※２ 3,285 50,951 78.5 3,913 52,118 79.8

売上総利益   13,954 21.5 13,153 20.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※５     

１ 荷造運賃 3,861 3,854   

２ 広告宣伝費 564 379   

３ 販売手数料 596 523   

４ 販売促進費 621 629   

５ 貸倒引当金繰入額 ― 71   

６ 役員報酬 220 214   

７ 給料・賞与 1,764 1,717   

８ 賞与引当金繰入額 259 244   

９ 退職給付引当金繰入額 105 60   

10 役員退職慰労引当金 
  繰入額 

43 44   

11 福利厚生費 425 128   

12 減価償却費 271 265   

13 旅費交通費 368 367   

14 交際費 56 35   

15 研究開発費 343 284   

16 その他 1,372 10,873 16.8 1,587 10,408 15.9

営業利益   3,080 4.7 2,744 4.2



  

  

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息 7 7   

２ 受取配当金 187 270   

３ 不動産賃貸料 397 347   

４ 為替差益 167 9   

５ その他 173 933 1.4 160 794 1.2

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息 83 84   

２ 賃貸不動産管理費 176 157   

３ 関係会社支援損 60 60   

４ その他 202 522 0.8 90 391 0.6

経常利益   3,490 5.4 3,148 4.8

Ⅵ 特別利益     

１ 固定資産売却益 ※３ 178 103   

２ 投資有価証券売却益 317 169   

３ 子会社株式売却益 ― 466   

４ 貸倒引当金戻入益 35 531 0.8 ― 738 1.1

Ⅶ 特別損失     

１ 固定資産除却売却損 ※４ 46 27   

２ 関係会社株式評価損 24 ―   

３ 製品評価損 ― 98   

４ 退職給付制度改訂損 365 ―   

５ 貸倒引当金繰入 235 672 1.0 382 508 0.8

税引前当期純利益   3,349 5.2 3,377 5.2

法人税、住民税及び 
事業税 

1,517 274   

法人税等調整額 △26 1,491 2.3 311 586 0.9

当期純利益   1,857 2.9 2,791 4.3

前期繰越利益   963   

中間配当額   450   

自己株式消却額   1,076   

当期未処分利益   1,295   

      



製造原価明細書 

  

  

(脚注) 

  

  

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

Ⅰ 原材料費   21,384 64.3 24,144 65.7

Ⅱ 労務費   5,255 15.8 5,733 15.6

(賞与引当金繰入額) (454) (459)   

(退職給付引当金繰入額) (117) (155)   

(その他の労務費) (4,683) (5,118)   

Ⅲ 経費   6,634 19.9 6,876 18.7

(外注工賃) (1,296) (1,256)   

(減価償却費) (1,592) (1,772)   

(その他の経費) (3,745) (3,847)   

当期総製造費用   33,275 100.0 36,755 100.0

期首仕掛品たな卸高   846 1,082 

合計   34,117 37,837 

他勘定振替高 ※１   285 249 

期末仕掛品たな卸高   1,082 1,075 

当期製品製造原価   32,753 36,512 

  
前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

注(1) 原価計算方法 

原則として工程別、組別総合原価計算であります。 

原価計算方法 

同左 

注(2) 中間商品の仕入高1,416百万円は原材料費中で処理し

ております。 

中間商品の仕入高1,374百万円は原材料費中で処理し

ております。 

注(3)     

※１ 他勘定振替高は仕掛品売却、販売費及び一般管理費

への振替高であります。 

同左 



③ 【利益処分計算書】 

  

(注) 上記の日付は株主総会承認年月日であります。 

  

    
前事業年度

(平成18年６月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益   1,295 

Ⅱ 利益処分額     

１ 配当金   446   

２ 取締役賞与金   50 496 

Ⅲ 次期繰越利益   798 

      



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

  

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 13,047 3,448 2,000 5,448 

事業年度中の変動額         

 剰余金の配当         

 役員賞与         

 当期純利益         

 自己株式の取得         

 自己株式の消却     △760 △760 

 固定資産圧縮積立金の積立         

 固定資産圧縮積立金の取崩         

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)         

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― △760 △760 

平成19年３月31日残高(百万円) 13,047 3,448 1,239 4,688 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合計

固定資産
圧縮積立金

別途
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高(百万円) 2,864 333 15,285 1,295 19,778 △2,202 36,071 

事業年度中の変動額               

 剰余金の配当       △887 △887   △887 

 役員賞与       △50 △50   △50 

 当期純利益       2,791 2,791   2,791 

 自己株式の取得           △983 △983 

 自己株式の消却           760 ― 

 固定資産圧縮積立金の積立   45   △45 ―   ― 

 固定資産圧縮積立金の取崩   △176   176 ―   ― 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)               

事業年度中の変動額合計(百万円) ― △130 ― 1,984 1,853 △223 870 

平成19年３月31日残高(百万円) 2,864 203 15,285 3,279 21,632 △2,426 36,942 



  

  

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 11,973 ― 11,973 48,045 

事業年度中の変動額         

 剰余金の配当       △887 

 役員賞与       △50 

 当期純利益       2,791 

 自己株式の取得       △983 

 自己株式の消却       ― 

 固定資産圧縮積立金の積立       ― 

 固定資産圧縮積立金の取崩       ― 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) △553 1 △551 △551 

事業年度中の変動額合計(百万円) △553 1 △551 318 

平成19年３月31日残高(百万円) 11,420 1 11,422 48,364 



重要な会計方針 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

 ①子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法 

 ②その他有価証券 

  時価のあるもの 

   決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差

額金は全部資本直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

  時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

 ①子会社株式及び関連会社株式 

   同左 

 ②その他有価証券 

  時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差

額金は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定) 

  時価のないもの 

   同左 

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  総平均法による低価法 

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   同左 

(3) 固定資産の減価償却の方法 

 ①有形固定資産 

   定率法(ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物(建物附属設備を除く)については定額法)を

採用しております。 

   なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

   建物      ８～50年 

   機械及び装置  ４～10年 

(3) 固定資産の減価償却の方法 

 ①有形固定資産 

   同左 

 ②無形固定資産 

   定額法によっております。ただし、ソフトウェア

(自社利用分)については、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法を採用しております。 

   また、営業権については商法施行規則に定める期

間内での均等償却を行っております。 

 ②無形固定資産 

 定額法によっております。ただし、ソフトウェア 

(自社利用分)については、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法を採用しております。 

 また、のれんについては、５年での均等償却を行

っております。 

 ③長期前払費用 

   定額法によっております。 

 ③長期前払費用 

   同左 

(4) 引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 

   債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

(4) 引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 

   同左 

 ②賞与引当金 

   従業員に対する賞与の支給に備えて、過去の実績

に基づき実際支給見込額を計上しております。 

 ②賞与引当金 

   同左 

 ③退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当期末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。なお、過去勤務債務については、その

発生額を一括償却しております。数理計算上の差異

については、その発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(５年)による定額法により、翌

期から費用処理しております。 

 ③退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当期末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。なお、過去勤務債務については、その

発生額を一括償却しております。数理計算上の差異

については、その発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(５年)による定額法により、翌

期から費用処理しております。 



  

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(追加情報) 

   当社は、平成17年４月１日に従来の退職一時金制

度を改訂し、ポイント制に基づく退職一時金制度へ

移行するとともに、確定拠出年金制度を新設いたし

ました。なお、ポイント制に基づく退職一時金制度

への移行により発生した過去勤務債務の償却額365

百万円を特別損失に計上しております。 

  

 ④役員退職慰労引当金 

   役員の退任による退職慰労金の支給に備えて、会

社内規による期末要支給額を計上しております。 

 ④役員退職慰労引当金 

   同左 

(5) リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

(5) リース取引の処理方法 

   同左 

(6)ヘッジ会計の方法 

 ①ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっております。為替予約が付さ

れている外貨建金銭債権債務については、振当処理を

行っております。 

  金利スワップについては、特例処理の要件を満たし

ておりますので、特例処理を採用しております。 

(6)ヘッジ会計の方法 

 ①ヘッジ会計の方法 

   同左 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

  (ヘッジ手段) 

為替予約取引 

金利スワップ取引 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

  (ヘッジ手段) 

同左 

  (ヘッジ対象) 

外貨建金銭債権債務 

借入金の利息 

  (ヘッジ対象) 

外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引 

借入金の利息 

 ③ヘッジ方針 

  当社は、基本的に通常の営業取引の範囲内で、外貨

建金銭債権債務に係る為替相場の変動リスクを回避す

る目的で為替予約取引を行っております。また、借入

金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取

引を行っております。 

 ③ヘッジ方針 

   同左 

 ④ヘッジ有効性評価の方法 

  為替予約の締結時に、リスク管理方針に従って外貨

建による為替予約をそれぞれ振当てているため、その

後の為替相場の変動による相関関係は確保されてお

り、その判定をもって有効性の判定に代えておりま

す。 

  金利スワップについては、特例処理によっているた

め、有効性の評価を省略しております。 

 ④ヘッジ有効性評価の方法 

  為替予約については、ヘッジ手段とヘッジ対象に関

する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始以降、継続

して相場変動を完全に相殺すると想定することができ

るため、ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件

が同一であることを確認することにより、有効性の判

定に代えております。 

  金利スワップについては、特例処理によっているた

め、有効性の評価を省略しております。 

(7) その他財務諸表作成のための重要な事項 (7) その他財務諸表作成のための重要な事項 

  消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

  消費税等の会計処理 

   同左 



重要な会計方針の変更 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

――――――― 

  

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等) 

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第

８号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

48,362百万円であります。 

 財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財

務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成しており

ます。 

――――――― 

  

(自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等

の一部改正) 

 当事業年度から、改正後の「自己株式及び準備金の額

の減少等に関する会計基準」(企業会計基準委員会 

終改正平成18年８月11日 企業会計基準第１号)及び

「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の

適用指針」(企業会計基準委員会 終改正平成18年８

月11日 企業会計基準適用指針第２号)を適用しており

ます。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財

務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成しており

ます。 



表示方法の変更 

  

  

追加情報 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

――――――― 

  

(貸借対照表) 

 「営業権」は、当事業年度から「のれん」として表示

しております。 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

――――――― 

  

 平成18年８月10日開催の取締役会において、下記のと

おり固定資産譲渡に関する決議を行い、同日譲渡契約の

締結を行っております。 

 (1) 譲渡予定資産の内容 

  ①所在地：東京都江戸川区平井７丁目 

  ②譲渡内容 

 (2) 譲渡予定日 

   当初、平成19年４月３日を譲渡予定日としており

ましたが、平成19年４月２日開示の通り、賃借人の

退去準備の遅れから、土壌調査・解体撤去工事等が

遅延し、数ヶ月ずれこむ事になりました。なお、今

後発生する可能性のある譲渡に係る費用は上記売却

益には含まれておりません。 

 (3) 損益に与える影響額 

   物件の引渡しが平成20年３月期になることから、

当事業年度における損益に及ぼす影響は軽微であり

ます。 

帳簿価格 譲渡価格 売却益 

595百万円 1,370百万円 774百万円 



注記事項 

(貸借対照表関係) 
  

  

番号 前事業年度(平成18年３月31日) 番号 当事業年度(平成19年３月31日) 

※１ (担保資産) 

 土地1,373百万円(帳簿価額)は退職金負担

額879百万円(長期未払金659百万円、未払金のう

ち219百万円)の担保に供しております。 

※１ (担保資産) 

 土地1,373百万円(帳簿価額)は退職金負担

額659百万円(長期未払金439百万円、未払金のう

ち219百万円)の担保に供しております。 

※２  有形固定資産から控除した減価償却累計額は次

のとおりであります。 

資産の種類 減価償却累計額

 建物 6,705百万円

 構築物 1,028 

 機械及び装置 27,570 

 車両運搬具 68 

 工具器具備品 2,910 

 計 38,284百万円

※２  有形固定資産から控除した減価償却累計額は次

のとおりであります。 

資産の種類 減価償却累計額 

建物 6,919百万円 

構築物 1,121 

機械及び装置 28,852 

車両運搬具 77 

工具器具備品 2,954 

計 39,926百万円 

※３ 

 ただし、消却が行われた場合には、これに相当

する株式を減ずる。 

授権株数   普通株式 400,000,000株 

発行済株式総数 普通株式 125,196,839株 

  ――――――― 

※４ (自己株式の保有数) 

  普通株式 6,141,592株 

  ――――――― 

※５ (配当制限) 

 有価証券の時価評価により、純資産額が11,973

百万円増加しております。 

 なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号

の規定により、配当に充当することが制限されて

おります。 

  ――――――― 

※６  ヘッジ手段に係る評価差額は、純額で繰延ヘッ

ジ利益として計上しております。 

 なお、上記相殺前の繰延ヘッジ損失の総額は０

百万円、繰延ヘッジ利益の総額は４百万円であり

ます。 

  ――――――― 

※ (関係会社に対する資産及び負債) 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれてい

る関係会社に対するものは、次のとおりでありま

す。 

受取手形 330百万円

売掛金 5,068百万円

支払手形 49百万円

買掛金 122百万円

未払費用 261百万円

※ (関係会社に対する資産及び負債) 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれてい

る関係会社に対するものは、次のとおりでありま

す。 

受取手形 305百万円 

売掛金 5,431百万円 

支払手形 37百万円 

買掛金 116百万円 

未払費用 306百万円 

※ 輸出荷為替手形割引高 272百万円 ※ 輸出荷為替手形割引高 242百万円

  ――――――― ※７  期末日満期手形の会計処理については、満期日

に決済が行われたものとして処理しております。

 なお、当期末日が金融機関の休日であったた

め、次の期末日満期手形を満期日に決済が行われ

たものとして処理しております。 

受取手形 658百万円 

支払手形 100百万円 



(損益計算書関係) 
  

  

(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

 増加数の内訳は、次の通りであります。 

  主に市場買付による増加    2,194,000株 

  単元未満株式の買取りによる増加 46,557株 

 減少数の内訳は、次の通りであります。 

  自己株式の消却による減少   2,000,000株 

  

番号 
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

番号
当事業年度

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１  製品及び商品より他勘定への振替高は、販売費
への振替高であります。 

※１  製品及び商品より他勘定への振替高は、販売費
への振替高であります。 

※２  期末製品たな卸高及び期末商品たな卸高は、低
価基準により評価減を行った後の金額を計上して
おります。売上原価に算入された製品及び商品評
価損は92百万円であります。 

※２  期末製品たな卸高及び期末商品たな卸高は、低
価基準により評価減を行った後の金額を計上して
おります。売上原価に算入された製品及び商品評
価損は50百万円であります。 

※３  固定資産売却益の内訳 
車両運搬具 0百万円 
土地 177 

計 178百万円 

※３  固定資産売却益の内訳 
建物 62百万円 
土地 40 

計 103百万円 
※４  固定資産除却売却損の内訳 

建物 5百万円 
機械及び装置 31 
工具器具備品 0 
土地 2 
その他 7 

計 46百万円 

※４  固定資産除却売却損の内訳 
機械及び装置 9百万円 
車両運搬具 0 
工具器具備品 5 
土地 12 

計 27百万円 

※５  一般管理費及び当期製品製造費用に含まれる研
究開発費 
  762百万円 

※５  一般管理費及び当期製品製造費用に含まれる研
究開発費 
  785百万円 

※  各科目に含まれている関係会社に対するもの
は、次のとおりであります。 

製品及び商品売上高 9,955百万円 
当期商品仕入高 6,063百万円 
不動産賃貸料 103百万円 

※  各科目に含まれている関係会社に対するもの
は、次のとおりであります。 

製品及び商品売上高 10,161百万円 
当期商品仕入高 4,484百万円 
不動産賃貸料 100百万円 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株） 6,141,592 2,240,557 2,000,000 6,382,149 



(リース取引関係) 

  

  

(有価証券関係) 

前事業年度 (平成18年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当事業年度 (平成19年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め支払利子込み法により算定しております。 

    
機械及 
び装置 
(百万円) 

  工具器具 
備品等 
(百万円) 

  
合計 

(百万円) 

取得価額 
相当額 

  49
 

137   186

減価償却 
累計額 
相当額 

  41
 

98   140

期末残高 
相当額 

  7
 

38   45

 (注) 同左 

機械及
び装置 
(百万円) 

工具器具 
備品等 
(百万円) 

  
合計 

(百万円) 

取得価額
相当額 

5 95   101

減価償却
累計額 
相当額 

2 53   55

期末残高
相当額 

3 41   45

② 未経過リース料期末残高相当額 

 (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。 

１年以内 27百万円

１年超 18 

合計 45百万円

② 未経過リース料期末残高相当額 

 (注) 同左 

１年以内 17百万円

１年超 28 

合計 45百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 55百万円

減価償却費相当額 55百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 30百万円

減価償却費相当額 30百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存期間を零とする

定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 



(税効果会計関係) 

  

  

前事業年度(平成18年３月31日) 当事業年度(平成19年３月31日) 

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

  

  

 ① 流動の部  

  (繰延税金資産)  

   賞与引当金 288百万円

   賞与引当金に係る法定福利費 33 

   未払法人事業税等 124 

   製品評価損 9 

   その他 16 

    計 471百万円

 ② 固定の部  

  (繰延税金資産)  

   退職給付引当金 1,189百万円

   吸収分割による 
   引継資産評価差額 

345 

   厚生年金基金解散に伴う 
   加入員補填額 

339 

   減損損失 145 

   役員退職慰労引当金 206 

   減価償却費 117 

   貸倒引当金 12 

   有価証券評価損 78 

   その他 109 

   小計 2,540百万円

   評価性引当金 △139百万円

    計 2,401百万円

  (繰延税金負債)  

   固定資産圧縮積立金 △232百万円

   合併時受入土地評価益 △2,153 

   その他有価証券評価差額金 △8,150 

    計 △10,535百万円

  繰延税金負債(固定)純額 △8,134百万円

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

  

 ① 流動の部  

  (繰延税金資産)  

   賞与引当金 284百万円

   賞与引当金に係る法定福利費 33 

   未払法人事業税等 52 

   製品評価損 14 

   その他 16 

    計 401百万円

  (繰延税金負債)  

   繰延ヘッジ損益 △1百万円

    計 △1百万円

   繰延税金資産(流動)純額 400百万円

 ② 固定の部  

  (繰延税金資産)  

   退職給付引当金 1,103百万円

  吸収分割による
   引継資産評価差額 

264 

  厚生年金基金解散に伴う
   加入員補填額 

306 

   減損損失 94 

   役員退職慰労引当金 221 

   減価償却費 125 

   貸倒引当金 302 

   有価証券評価損 33 

   その他 71 

   小計 2,523百万円

   評価性引当金 △332百万円

    計 2,190百万円

  (繰延税金負債)  

   固定資産圧縮積立金 △263百万円

   合併時受入土地評価益 △2,153 

   その他有価証券評価差額金 △7,699 

    計 △10,115百万円

  繰延税金負債(固定)純額 △7,925百万円

２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 40.5％ 

(調整)   

交際費等永久に損金に算入 
されない項目 

1.7％ 

受取配当金等永久に益金に算入
されない項目 

△1.0％ 

試験研究費特別税額控除額 △2.0％ 

住民税等均等割等 0.5％ 

評価性引当金増減 4.2％ 

その他 0.6％ 

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率 

44.5％ 

２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.5％ 

(調整)   

交際費等永久に損金に算入
されない項目 

1.5％ 

受取配当金等永久に益金に算入
されない項目 

△1.6％ 

試験研究費特別税額控除額 △1.5％ 

住民税均等割等 0.7％ 

税務上の株式譲渡損失等 △28.5％ 

評価性引当金増減 7.1％ 

その他 △1.2％ 

税効果会計適用後の
法人税等の負担率 

17.0％ 



(企業結合等関係) 

  当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 403.14円 

１株当たり当期純利益 14.99円 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

14.98円 

１株当たり純資産額 414.02円 

１株当たり当期純利益 23.70円 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

23.69円 

項目 
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり当期純利益  

 損益計算書上の 
 当期純利益(百万円) 

1,857 2,791

 普通株主に帰属しない金額 
 (百万円) 

50 ―

  (うち利益処分による 
  役員賞与金) 

(50) (―)

 普通株式に係る当期純利益 
 (百万円) 

1,807 2,791

 普通株式の期中平均株式数(千株) 120,593 117,759

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益 

 

 当期純利益調整額(百万円) ― ―

 普通株式増加数(千株) 133 49

  (うち新株予約権) (133) (49)

希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり当期純利益の算
定に含まれなかった潜在株式の概要 

――――――― ――――――― 



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円) 

(投資有価証券)   

 その他有価証券   

㈱みずほフィナンシャル 
グループ 

8,659 6,572 

丸紅㈱ 4,412,064 3,159 

㈱損害保険ジャパン 2,079,800 3,055 

テイ・エステック㈱ 588,000 2,299 

東京建物㈱ 1,084,981 1,929 

みずほ信託銀行㈱ 4,805,037 1,254 

㈱チヨダ 400,439 1,157 

㈱三菱UFJ 
フィナンシャル・グループ 

729 970 

昭栄㈱ 207,757 704 

理研コランダム㈱ 1,132,760 482 

日本ゼオン㈱ 300,000 365 

太平洋セメント㈱ 508,800 265 

住友化学工業㈱ 284,603 253 

大日精化工業㈱ 320,000 217 

協和醗酵㈱ 176,446 192 

日本カーリット㈱ 210,000 171 

西松建設㈱ 353,000 134 

その他54銘柄 3,285,076 943 

計 20,158,151 24,123 



【有形固定資産等明細表】 
  

(注) １ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

２ 当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。 

３ 無形固定資産については、資産総額の１％以下のため「前期末残高」「当期増加額」及び「当期減少額」の記載を省略し
ております。 

４ 長期前払費用の「差引当期末残高」の<  >内は内書きで１年以内に償却する予定額であり、貸借対照表の流動資産の前
払費用に含めて表示しております。 

  

【引当金明細表】 
  

(注) 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

資産の種類 
前期末残高
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 

(百万円) 

有形固定資産       

 建物 11,873 424 167 12,130 6,919 350 5,210

 構築物 1,864 49 ― 1,913 1,121 93 792

 機械及び装置 33,597 1,567 61 35,103 28,852 1,337 6,250

 車両運搬具 94 1 0 96 77 8 18

 工具器具備品 3,317 141 109 3,349 2,954 150 394

 土地 7,988 ― 57 7,931 ― ― 7,931

 建設仮勘定 112 2,287 2,188 210 ― ― 210

有形固定資産計 58,848 4,471 2,583 60,735 39,926 1,940 20,809

無形固定資産       

 のれん ― ― ― 824 345 164 478

 工業所有権 ― ― ― 40 9 4 30

 ソフトウェア ― ― ― 55 47 3 7

 電話加入権 ― ― ― 25 ― ― 25

 施設利用権 ― ― ― 29 27 1 2

無形固定資産計 ― ― ― 975 429 174 545

長期前払費用 475 ― 10 467 247 41 
220
<29>

建物 本社 賃貸用資産 201百万円

機械及び装置 静岡工場 プラスチック製品製造設備 985百万円

  茨城工場 ゴム・プラスチック製品製造設備 515百万円

建設仮勘定 静岡工場 建物・製造設備 1,302百万円

  茨城工場 建物・製造設備 562百万円

建物 本社 事業用・賃貸用 164百万円

機械及び装置 静岡工場 プラスチック製品製造設備 44百万円

工具器具備品 静岡工場 プラスチック製品製造設備 105百万円

土地 本社 事業用・賃貸用 57百万円

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 406 577 36 87 859 

賞与引当金 711 703 711 ― 703 

役員退職慰労引当金 508 44 7 ― 545 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

(a) 資産の部 

流動資産 

① 現金及び預金 

  

  

② 受取手形 

  

(注) １ 受取手形期日別内訳 

  

２ NIXX㈱他 

  

区分 金額(百万円)

預金の種類  

当座預金 2,617

普通預金 1,263

通知預金 310

別段預金 1

外貨預金 27

計 4,220

現金 3

合計 4,223

相手先別 金額(百万円)

㈱ユニオン・ロイヤル 305

㈱ホリアキ 294

㈱コメリ 244

ピップフジモト㈱ 232

ピップトウキョウ㈱ 224

その他 (注)２ 4,677

合計 5,979

月別 
平成19年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月以降 合計 

金額(百万円) 1,887 1,685 1,406 736 231 17 17 5,979



③ 売掛金 
  

(注) １ 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

この計算には、関係会社分を含めて計算してあります。また、消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上

記Ａ～Ｄの金額には消費税等が含まれています。 

２ テイ・エステック㈱他 

  

④ 商品 
  

  

⑤ 製品 
  

  

相手先別 金額(百万円)

オカモト新和㈱ 2,273

Okamoto U.S.A.,Inc. 1,449

森川産業㈱ 1,393

世界長㈱ 843

タキイ種苗㈱ 544

その他 (注)２ 11,000

合計 17,506

前期末残高 平成18年４月～平成19年３月 当期末残高 回収率 滞留期間 

Ａ(百万円) 
発生高 Ｂ 
(百万円) 

回収高 Ｃ
(百万円) 

Ｄ(百万円)
Ｃ

(％)
Ａ＋Ｂ

Ｄ÷ 
Ｂ 

(ヶ月)
12 

18,227 89,295 90,016 17,506 83.7 2.4

品名 金額(百万円)

プラスチックフィルム 23

医療・日用品 1,200

建装・産業資材 73

シューズ 43

衣料・スポーツ用品 681

合計 2,022

品名 金額(百万円)

プラスチックフィルム 1,146

医療・日用品 1,184

建装・産業資材 1,259

自動車用品 218

シューズ 11

衣料・スポーツ用品 93

合計 3,913



⑥ 原材料 

  

  

⑦ 仕掛品 

  

  

⑧ 貯蔵品 

  

  

 固定資産 

関係会社株式 

  

品名 金額(百万円)

ゴム用原料薬品 26

プラスチック用原料薬品 447

医療・日用品用原料薬品 45

材料生地 249

買入部分品 81

合計 848

品名 金額(百万円)

プラスチックフィルム 263

医療・日用品 138

建装・産業資材 645

自動車用品 19

シューズ 7

合計 1,075

品名 金額(百万円)

重油 18

荷造材料 130

その他補助材料 10

合計 159

名称 金額(百万円)

イチジク製薬㈱ 1,368

Okamoto Rubber Products Co.,Ltd. 224

Siam Okamoto Co.,Ltd. 180

オカモト通商㈱ 138

岡本(香港)有限公司 136

その他 339

合計 2,385



(b) 負債の部 

流動負債 

① 支払手形 

  

(注) １ 支払手形期日別内訳 

  

２ 物流費 

３ 原材料仕入代 

４ 商品仕入代 

５ 日本紙パルプ商事㈱他 

  

② 買掛金 

  

(注) 三菱商事㈱他 

  

相手先別 金額(百万円)

小菱商事㈱ (注)３ 172

センコー㈱ (注)２ 166

加藤産商㈱ (注)３ 136

伊藤忠商事㈱ (注)４ 134

大豊織布㈱ (注)３ 121

その他 (注)５ 3,571

合計 4,302

月別 
平成19年 

４月 
５月 ６月 ７月 ８月 合計 

金額(百万円) 1,154 1,066 1,001 859 222 4,302

相手先別 金額(百万円)

丸紅㈱ 1,188

住友化学㈱ 798

㈱サンエー化研 672

伊藤忠商事㈱ 555

サンアロマー㈱ 396

その他 (注) 7,152

合計 10,763



③ 短期借入金 

  

  

固定負債 

① 繰延税金負債 

繰延税金負債は7,925百万円であり、その内容については、「２ 財務諸表等 (1) 財務諸表 注記事項

(税効果会計関係)」に記載のとおりであります。 

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(百万円)

㈱みずほコーポレート銀行 1,500

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 1,500

みずほ信託銀行㈱ 500

明治安田生命保険相互会社 500

㈱東邦銀行 500

㈱常陽銀行 300

㈱千葉銀行 200

合計 5,000



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) 当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。 

 会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 

 株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利 

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日

株券の種類 
１・10・50・100・500・1,000・5,000・10,000・100,000株券。ただし、100株未満の
株式に対しては、その株数を表示した株券を発行することが出来る。 

剰余金の配当の基準日 
９月30日
３月31日 

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え   

  取扱場所 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 みずほ信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 みずほ信託銀行株式会社

  取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 １株につき 50円 

株券喪失登録   

  株券喪失登録申請料 １件につき 500円 

  株券登録料 １株につき 210円 

単元未満株式の買取り・
売渡し 

  

  取扱場所 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 みずほ信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 みずほ信託銀行株式会社

  取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当として別途定める金額

公告掲載方法 

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によっ
て電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 
なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおり
です。 
 http://www.okamoto-inc.jp 

株主に対する特典 なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

(1) 
  

自己株券買付状況 

報告書 

報告期間 
  

自 平成18年３月１日
至 平成18年３月31日

  平成18年４月14日 

関東財務局長に提出。 
            

(2) 
  

自己株券買付状況 

報告書 

報告期間 
  

自 平成18年４月１日
至 平成18年４月30日

  平成18年５月15日 

関東財務局長に提出。 
            

(3) 
  

自己株券買付状況 

報告書 

報告期間 
  

自 平成18年５月１日
至 平成18年５月31日

  平成18年６月14日 

関東財務局長に提出。 
            

(4) 
  

有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

(第110期) 
自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日

  
平成18年６月29日 

関東財務局長に提出。 
            

(5) 
  

自己株券買付状況 

報告書 

報告期間 
  

自 平成18年６月１日
至 平成18年６月30日

  平成18年７月13日 

関東財務局長に提出。 
            

(6) 
  

自己株券買付状況 

報告書 

報告期間 
  

自 平成18年７月１日
至 平成18年７月31日

  平成18年８月11日 

関東財務局長に提出。 
            

(7) 
  

自己株券買付状況 

報告書 

報告期間 
  

自 平成18年８月１日
至 平成18年８月31日

  平成18年９月11日 

関東財務局長に提出。 
            

(8) 
  

自己株券買付状況 

報告書 

報告期間 
  

自 平成18年９月１日
至 平成18年９月30日

  平成18年10月13日 

関東財務局長に提出。 
            

(9) 
  

自己株券買付状況 

報告書 

報告期間 
  

自 平成18年10月１日
至 平成18年10月31日

  平成18年11月14日 

関東財務局長に提出。 
            

(10) 
  

自己株券買付状況 

報告書 

報告期間 
  

自 平成18年11月１日
至 平成18年11月30日

  平成18年12月14日 

関東財務局長に提出。 
            

(11) 
  

半期報告書 (第111期中) 自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日

  平成18年12月21日 

関東財務局長に提出。 
            

(12) 
  

自己株券買付状況 

報告書 

報告期間 
  

自 平成18年12月１日
至 平成18年12月31日

  平成19年１月12日 

関東財務局長に提出。 
            

(13) 
  

自己株券買付状況 

報告書 

報告期間 
  

自 平成19年１月１日
至 平成19年１月31日

  平成19年２月14日 

関東財務局長に提出。 
            

(14) 
  

自己株券買付状況 

報告書 

報告期間 
  

自 平成19年２月１日
至 平成19年２月28日

  平成19年３月12日 

関東財務局長に提出。 
            



  

  

  

(15) 
  

自己株券買付状況 

報告書 

報告期間 
  

自 平成19年３月１日
至 平成19年３月31日

  平成19年４月12日 

関東財務局長に提出。 
            

(16) 
  

自己株券買付状況 

報告書 

報告期間 
  

自 平成19年４月１日
至 平成19年４月30日

  平成19年５月14日 

関東財務局長に提出。 
            

(17) 
  

自己株券買付状況 

報告書 

報告期間 
  

自 平成19年５月１日
至 平成19年５月31日

  平成19年６月13日 

関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

オ カ モ ト 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているオカモト株式会社の

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、

連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、オカモト株式会

社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 﨑 谷 孝 司 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 野 口 和 弘 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１９年６月２８日

オ カ モ ト 株 式 会 社 

取 締 役 会 御 中 

  

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているオカモト株式会社の平成

１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結

株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私どもに連結財務諸

表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用し

た会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。私どもは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、オカモト株式会社及

び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
追記情報 

 セグメント情報の「事業の種類別セグメント情報」及び「所在地別セグメント情報」の「（営業費用の配賦方法の変更）」に記載

されているとおり、会社は当連結会計年度より、提出会社の本社管理部門に係る費用を配賦不能営業費用として「消去又は全社」に

表示する方法に変更した。 
  

会社と当監査法人又は業務執行社員、公認会計士鈴木竹夫及び公認会計士大原秀三との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。 
  

以  上 
  
 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 野 口 和 弘 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 北 澄 和 也 

      

鈴木竹夫公認会計士事務所 

  

  
  

公認会計士 鈴 木 竹 夫 

      

大原秀三公認会計士事務所 

  

  
  

公認会計士 大 原 秀 三 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

オ カ モ ト 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているオカモト株式会社の

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第１１０期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処

分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、オカモト株式会社の

平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 﨑 谷 孝 司 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 野 口 和 弘 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１９年６月２８日

オ カ モ ト 株 式 会 社 

取 締 役 会 御 中 

  

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているオカモト株式会社の平成

１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第１１１期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等

変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私どもに財務諸表に

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会

計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでい

る。私どもは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、オカモト株式会社の平成

１９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員、公認会計士鈴木竹夫及び公認会計士大原秀三との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 野 口 和 弘 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 北 澄 和 也 

      

鈴木竹夫公認会計士事務所 

  

  
  

公認会計士 鈴 木 竹 夫 

      

大原秀三公認会計士事務所 

  

  
  

公認会計士 大 原 秀 三 
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